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Ⅰ．背景
　障害者権利条約締結を受けて、平成 28 年 4 月に改正

障害者雇用促進法が施行され、障害者に対する差別の禁

止及び合理的配慮の提供義務、法定雇用率の引き上げ及

び算定基礎に精神障害者を加える雇用義務化がはじま

る。障害のある人も職業をもって自立できる、当たり前

の社会を実現させることが目指されている。

　平成 28 年の障害者雇用状況集計結果（厚生労働省）

では、民間企業に雇用されている精神障害者は 42,028
人（対前年比 21.3％増）と実数ではわずか 8.86% だが、

伸び率は最も大きく可能性を秘めている。今後、企業に

雇用義務を課すにあたり、精神障害者の地域生活への理

解、医療機関と地域支援者との連携が鍵となる（独立行

政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合

センター , 2012）。
　精神障害者にとって働くということは、病気や障害を

引き受けて社会復帰することである。働き続けるという

ことは、病気や障害のないときよりも自らに向き合い、

心身の状態をコントロールして一日一日を積み重ねて

いくこと（星野 , 1998; 野口 , 2013; 大橋 , 2006）である。

つまり、精神障害者が働くということは、病気や障害の

ないときの発達課題に加えて病気と折り合うことへの挑

戦でもある。

　このような当事者の人生を理解するために、これまで、

当事者の語りであるライフヒストリーの分析が行われて

きた。分析には 2 つの立場があった。一つは、病いの

経験を社会的プロセスとして理解する（Kleinman, 1988）
方法であり、もう一つは、その人の病いの意味を現象

学的存在論の立場から解釈する（Benner & Wrube, 1989）
方法である。

　前者の立場で北村（2004）は、病いの意味を創り出す

過程が病いを得る前の、その人の生き方に影響を受ける

と指摘した。後者では田中（2000a, 2000b）が、看護に

おける他者経験の一つの可能性として当事者にとっての

病いの意味を明らかにした。ともに、ライフヒストリー

の質的分析によって看護の対象理解に寄与した。

　本論文では、これらの事例研究から得られた知見を、

様々な状況にある精神障害者への支援に結実させること

［原著論文］

働く精神障害者のジェネラティヴィティとエージェンシー
－ 4 人のライフヒストリー －

村上満子

抄　録

背景：障害者権利条約締結は精神障害者の雇用と自立に追い風となる。働いて自立するという精神障害者の挑戦への支

援が求められている。

目的：研究協力者のライフヒストリーをもとに発達課題の特徴を明らかにし、支援の在り方を提示する。加えて、方法

論的な課題を見出す。

方法：関東の 2 法人で就労支援を利用する精神障害者 4 名を対象に半構造化面接を行った。インタビューデータを人の

生き方の基本的な様相であるジェネラティヴィティ（他人への関心）とエージェンシー（行為遂行者のポテンシャル）

の対テーマに、演繹的にコーディングする内容分析をした。

結果：エージェンシーの表現が最も多く、ジェネラティヴィティの 3 カテゴリーのうち「他人への配慮」の表現は各研

究協力者で 1箇所であった。

結論：働く精神障害者の発達課題の特徴は①「他人への配慮」は同じ苦しみを抱えた仲間への配慮として表現されてい

た。一方、②エージェンシーは発症後に多く出現し、社会復帰や仲間に関する表現が目立った。このような特徴から、

次の 3 点を支援の在り方として提示する。①精神障害者を常に自分の可能性を追求する存在と見なすこと、②社会復帰

を目指し、他人との関係性のなかで「できる」という実感や、③仲間との信頼関係が築けるような関わりを増やすこと

である。方法論的には、カテゴリーの精錬と語彙集作成が課題として明らかとなった。
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を長期的展望としつつ、次の方法で発展させる。すなわ

ち、人の生き方の基本的な様相をテーマとするライフヒ

ストリーの内容分析から 3 つの成果を目指す。第一に、

人の生き方の基本的な様相からみた働く精神障害者の発

達課題の特徴を明らかにすることである。第二に、支援

の在り方を提言することである。第三に、方法論的な課

題を明らかにすることである。これらが本論文の目的で

ある。

Ⅱ．概念枠組み
　人の生き方の基本的な様相として他人への関心（ジェ

ネラティヴィティ :“Generativity”）と行為遂行者のポテ

ンシャル（エージェンシー :“Agency”）という対とな

る概念を想定した。この二つの概念は、アメリカの哲学

者 Bakan（1966）の“Comunion”と“Agency”をもとに、

“Comunion”を Erikson の“Generativity”（以下、ジェネ

ラティヴィティ）、“Agency”を McAdams（2001）の内

容カテゴリーを行為遂行者のポテンシャルとして捉えな

おし、想定したものである。

　ジェネラティヴィティは、Erikson（1959）の造語で

ある。Erikson のパーソナリティ発達理論には内容の豊

かな体系化された発達段階がある（Stewart et al, 1988）。
ジェネラティヴィティは主として次の世代を確立し、導

くことへの関心である。「次世代」ということを自分の

子どもへの関心だけではなく、利他的な関心や創造性へ

の関心と解することができる。重要なのはジェネラティ

ヴィティが健康的なパーソナリティの一段階であるとい

うこと、この段階の豊かさを獲得できない場合に人は退

行して偽りの親密さを求め、対人関係における窮乏化が

伴うということである。

　本論文では、この言葉のもつ広がりを残すために、

Erikson の『アイデンティティとライフサイクル』の訳

者である西平直と中島由恵の用語解説に準拠して、ジェ

ネラティヴィティとカタカナ表記にした。

　Stewart ら（1988）はジェネラティヴィティを 4 つの

内容カテゴリー（“Caring”“Productivity”“Need to be 
needed”“General concern”）として体系づけている。本

論文では、そのうちの 2 つについて次のように捉えな

おした。一つは “Productivity”というカテゴリーに関

連する「次世代」を未来への希望や意欲と捉えなおし、

Intentional action（意志行為）とした。もう一つは「次世

代に対する継続的貢献への関心」である General concern
を広く解して“Caring”（他人への配慮）に含めた。

“Intentional action”を「未来への意欲」と捉える理由は

行為の表現は何らかの未来の記述であり（Anscombe, 
1963）、行為の原因（目的、願望）は行為遂行者自身の

うちにあるというアリストテレスの分析（黒田 , 1992）
に基づいている。したがって、本論文ではジェネラティ

ヴィティを Stewart ら（1988）のコーディング体系を 3

つのカテゴリー体系に捉えなおして用いる。

　英語の agency という単語には代理店、取り次ぎ、仲

介者、[ 政府の ] 機関などの意味があるが、哲学・社会

学では行為者性や行為主体性という意味がある。Bakan
（1966）は、人の生き方の基本的な二つの様相として、

“Agency”と“Comunion”をあげている。この考え方はパー

ソナリティ心理学者の McAdams により、アメリカ人の

パーソナリティ研究の基礎的な概念となっている。本論

文では、McAdams（1988）の“Agency”を参考にしつつ、

ジェネラティヴィティとの相対的視点として“Agency”
を行為遂行者のポテンシャル、活力、潜在力、溜めとし

て用いる。このような“Agency”の概念は古代ギリシャ

の『徳』や『幸福』（菅 , 2016）、プラトンの『徳』概念（Plato, 
1578）にもつながる。したがって、本論文では訳語を与

えずにエージェンシーとカタカナ表記にした。なお、ジェ

ネラティヴィティとエージェンシーという対概念の活用

は Maruna（2001）の方法論に依拠している。

　これら 4つの概念およびカテゴリーを行為遂行者であ

る「私」と他人、「私」と未来についてのイメージ図と

して描き出す（図 1）。

図１　行為遂行者「私」と他人および未来についてのイメージ

　イメージには 3 つのポイントがある。第一に、他人

との関係において①「他人への配慮 :　“Caring”」と③

「必要とされているという意識 : “Need to be needed”」の

ベクトルは対立関係にある。第二に、未来との関係にお

いて「未来への意欲」は人間としての能動性の源であり

②「意志行為 : “Intentional action”」で表わされる。これ

は、能動性の結果として受け取る④「行為遂行者のポテ

ンシャル : エージェンシー」と逆方向のベクトルをもっ

ている。第三に、③「必要とされているという意識」は

他人からの求めを受ける構えのある状態であり感情で表

わされる。

　以上の概念枠組みをライフヒストリーという場に設定

する。本論文では、ライフヒストリーを聞き手と語り手

の相互行為に支えられた個人のライフについての口述の

物語（桜井 , 2014）として捉える。ライフヒストリー法

には解釈の客観性における課題（江頭 , 2009）のあるこ
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とから、これを克服する方略の一つとしてカテゴリーへ

の演繹的コーディングである内容分析を用いる。

Ⅲ．研究方法
1．研究協力者と選定方法
　研究協力者は関東 2 県の 2 法人（J, K）での就労支援

を利用している精神障害者 4 名である。選定方法は J 法
人では運営委員会にて研究計画を説明し、6 カ所の就労

支援事業所施設長に研究協力が可能な利用者で、できる

だけ異なるタイプの利用者 3 名の選定を依頼した（J 法
人の就労支援利用者は就労移行と就労継続 A 型・B 型

を合わせて約 160 名）。調査期間までに 2 名の利用者の

同意が得られた。K 法人では、研究者が L 法人から紹

介された研究協力者の 1 人が K 法人の地域活動支援セ

ンターを利用しており、その方に研究目的を説明し調査

協力の同意が得られた。この研究協力者から K 法人で

働く別の研究協力者の紹介を受け、その方の同意が得ら

れたので研究協力者とした。

2．データ収集方法
　調査期間は平成 25 年 10 月から 12 月であった。研究

協力者には事前に調査説明書、同意書、インタビューガ

イドを郵送した。面接は各事業所の面談室にて約 1時間

の半構造化面接を実施した。内容は①子ども時代、②発

症前後のこと、③支援施設に来てからのこと、④将来や

人間関係についてである。研究協力者にはこれまでの人

生を振り返って自由に語るように依頼した。この他に、

研究協力者が自らの人生を語るために持参した闘病記や

体験発表の原稿、インタビューのために自宅でまとめた

文書や、出版されたブックレットを本人の許可を得て全

体像を知るためのデータとした。

3．内容分析
　インタビュー内容の逐語録を繰り返し熟読し大筋を捉

えた上で、研究協力者の発言ごとに区切りをつけて通し

番号を付した。その後、次のジェネラティヴィティとエー

ジェンシーへのコーディングを行った。

　第一に、ジェネラティヴィティを成人期の心理社会的

危機として捉えて、Stewart ら（1988）のコーディング

体系を参考に語られる事象の思い入れ（preoccupation）
を3つの内容カテゴリーにコーディングした。すなわち、

①「他人への配慮」、②「意志行為」、③「必要とされて

いるという意識」である。

　①「他人への配慮」は、他人をいっそう良くしようと

する配慮、又は当該の配慮に基づいて行われた行為の表

現として採り出す。この場合には、他人が希望している

ことや必要としていることを前提とせず、自分だけの思

い入れでよいと捉える。Seneca は『恩恵』を相手の正

当な権利や要求を認めて行う義務から区別する。その

Seneca の『恩恵』に相当する（小川 , 2006）。次の②「意

志行為」は将来に向けた社会的行為への意志表明である。

「・・・したい」という希望の表現として採り出す。最

後の③「必要とされているという意識」は或る集団や組

織に対して接近しようとする際に、あるいはその一員で

ある場合に他人からの求めに気づき、それをどのように

受け取るのかといった気持ち（affection）の表現として

採り出す。

　第二に、McAdams（2001）のコーディング体系を参

考にしてエージェンシーを、課題や困難を乗り越える時

の行為遂行者のポテンシャル、活力、潜在力、溜めとし

て捉える。具体的には社会的位置獲得への可能性の表現

であり、夢、希望、目標、理想などによって導かれてい

るという気分の表明である。これを「・・・できる」「・・・

できた」という表現に着目して採り出す。

　内容カテゴリーへのコーディングの実際は、例えば、

次の B 氏の発言では、①をジェネラティヴィティの「必

要とされているという意識」として、②をエージェンシー

の表現として採り出すことができる。

　「…（周囲から）「免許取っておきなさいよ」なんて言

われて、勉強始めましたら、それもまた、①ちょっとつ

らかったんですよね。それもあって、体調が、もう最悪

になってしまって、とうとう入院ということに…自分に

自信がつくんですね、旅に出ると。気分転換にもなりま

すし、行って帰ってくると、②自分になんかできること

があるような気がしてくる…」

　なお、単位とした一発言のなかに、同じカテゴリーの

表現が 2つ入る場合にはダブルカウントとし、同様の文

脈で同じ表現が複数の発言に見られる場合には、主要な

発言のコーディングデータ番号のみをカウントした。

　コーディングの信頼性と妥当性を高めるために、各研

究協力者のコーディング結果ごと（4 回）と、研究協力

者全員を統合したコーディング結果及び考察（5 回）に

対して、合計 9回の西洋哲学倫理学の専門家によるスー

パーヴァイズを受けた。

4．倫理的配慮
　研究協力者には、研究協力についてのインフォームド

コンセントを行い、同意書に署名を得た上で調査を開始

した。本研究は、研究協力者の所属する K 法人への研

究計画書の届出（2013 年 9 月 27 日）、J 法人運営委員会

（2013 年 9 月 30 日）での承認、研究者が以前所属して

いた大学の「人を対象とする研究」に関する倫理審査委

員会での承認（承認番号 93、2013 年 6 月 3 日）を得て

いる。また、個人が特定される可能性のある記録内容に

ついては、研究結果に影響しない範囲で改変した。

Ⅳ．結果
1．研究協力者と就労に関する背景
　研究協力者と就労に関する背景を表 1に示した。女性

１名、男性 3名の 4名で、年齢は 30 代後半から 50 代前
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半で平均 43 歳であった。診断名は統合失調症 3 名、う

つ病が 1 名であった。入院歴は 2 回以上が 2 名、1 回が

1 名、入院歴のない者が 1 名であった。発症年齢は精神

変調を含めると高校１年生から 30 歳半ばであった。

　現在の就労状況は就労継続支援 A 型事業所での雇用

が 2 名、一般企業の非常勤職員、NPO 法人の非常勤職

員が各１名であった。働き方は週 3 回の 1 日 5 時間か

ら週 5 日の 1 日 8 時間であった。面接時間は 65 分から

108 分であり全員が 1 回の面接で終了した。1 回あたり

の平均面接時間は約 83 分であった。この面接で調子を

崩す研究協力者はいなかった。

2．研究協力者の病歴
A 氏
　30 歳代半ばで婚約破談となり自殺未遂をする。搬送

先の病院でうつ病と診断される。退院後は復職するが、

一ヶ月程で体調を崩して再入院する。これを 3回ほど繰

り返す。何か続かない癖がついた感じと言う。友達のす

すめで保健所へ行き、そこで精神保健福祉センターを紹

介されて 1 年間通う。センターから就労継続支援 A 型

事業所を希望して就職し 10 年間働き続けている。眠剤

のみの内服で数年前より主治医から一般就労を勧められ

ている。

B 氏
　大学 4年次に内定先での研修と卒論で統合失調症の兆

しがあった。再就職と失恋で体調を崩して精神科に入院

する。退院後よりデイケアや作業所に通い、当事者会へ

の参加や障害者雇用サポートセンターに登録する。30

代後半に母親が難病で要介護となる。この頃より薬の副

作用に苦しむが、自ら調べた新薬への変更を主治医に申

し出て副作用がなくなる。体調が回復した矢先に被災す

る。車椅子の母親を抱え人と関わらざるを得ず、社会に

一歩踏み出す。現在は障害者就労サポートセンター紹介

の革工芸の会社で働いている。

C 氏
　高校 1年生で対人恐怖症となり退学して単位制高校に

入学する。一浪後、大学に進学する。幻聴出現により半

年遅れで卒業する。この年に精神科を受診する。週末の

本屋の店番は 3年続いたが、隠しカメラに怖さを感じて

辞める。20 代後半に希死念慮が出現し統合失調症を発

症する。病院デイケアに数年と作業所に１年間通う。人

に嫌われているという確信に近い思い込みに悩む。統合

失調症発症後、30 代前半にはじめて郵便局配達のバイ

トをする。その後 3年間は何もできなかった。父親から

働くように言われていたが自分でも働かなくてはいけな

いと思い、迷った末に就労継続支援 A 型事業所で働き

はじめる。そこで 4年間働いている。

D 氏
　独り暮らしの 20 代前半にカウンセリングで精神科受

診を勧められて神経症と診断される。眠気が強く内服を

中断する。国家試験に合格するが、就職できない状態に

なる。帰郷して主治医と出会い通院がはじまる。20 代

後半より徐々に活動的になる。30 代前半に病名を知り

たいと漢方外来で抗精神病薬を外したところ幻覚妄想状

態となり精神科に入院する。一度再入院するが、その

後はデイケアや地域活動支援センター、就労継続支援 B
型事業所、NPO 法人の障害者枠などの福祉的就労を活

用する。現在は NPO 法人の非常勤職員、ピアサポーター

として活動している。

3．ジェネラティヴィティとエージェンシーへのコーディング
　研究協力者ごとのコーディング結果を表 2 に示した。

この表をもとに、ジェネラティヴィティとエージェン

シーの関係性、および研究協力者間での比較検討のため

に四角形のレーダーチャート（図 2）を作成した。これ

は人の生き方の基本的な様相を視覚的に表現する。コー

ディング例は、概念および内容カテゴリー、採り出す表

現と共に研究協力者ごとに表 2で示した全コーディング

の約半数以上を抜粋して表 3に示した。

　コーディングされたデータは全部で 87 例であった。

このうち、次の 5例を除いて精神変調又は発症時以後の

データからコーディングされた。ジェネラティヴィティ

の「意志行為」にコーディングされた D 氏 51 番、55 番、

56 番と、エージェンシーにコーディングされた C 氏 7

番と D 氏 44 番である。
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　ジェネラティヴィティの「他人への配慮」へのコーディ

ングは各研究協力者 1例ずつと少なく、エージェンシー

へのコーディングが多かった。ジェネラティヴィティの

「必要とされているという意識」とエージェンシーには

正比例の関係がみられるが、これら 2つと「他人への配

慮」と「意志行為」は独立した関係にあった。「意志行為」

は A 氏と B 氏が 6つ、C 氏と D 氏は 4つであった。

　レーダーチャートは「他人への配慮」で鈍角となり、

残りの「意志行為」、「必要とされているという意識」と

エージェンシーで鋭角を形成するという全員が類似した

形状を示した。研究協力者間では A 氏がジェネラティ

ヴィティの「他人への配慮」を除く 3カテゴリーで最も

多くコーディングされた。

　コーディング内容は、最も少なかったジェネラティ

ヴィティの「他人への配慮」では「やっぱり同じ病気で

苦しんでいる人が居れば…」（A 氏 , 240）や「つらいと

きどうしたらいいのっていう人」（D 氏 , 128）といった

同じ苦しみを抱えた他人への配慮として表現されてい

た。病気や障害のない次世代に対する思い入れや、それ

に基づく行為についての表現はみられなかった。

　最も多くコーディングされたエージェンシーのコー

ディング内容には次の 2 つの特徴のあることが分かっ

た。一つは、「働く目標」（A 氏 , 208）、「技術の習得」（B 氏 , 
202）、「少しずつ仕事をやって、ちょっと回復させよう」

（D 氏 , 85）と考えること、薬の効果を実感すること（D 氏 , 
111）などであり、仕事をして自立するという未来の表

現である。

　もう一つは友達という表現の多いことである。例えば、

発症後に得た同じ病いを抱える友達との関係のよさ（A
氏 , 303）を実感すること、「友達の力」（C 氏 , 66）を得

ることが自分を受け入れる「原動力になった」（C 氏 , 
66）と語ることなどである。

Ⅴ．考察
1．発症という分岐点を越えるもの
　人の生き方の基本的な様相をテーマとするライフヒス

トリーの内容分析では多くのデータが精神変調又は発症

時以後のデータからコーディングされた。このことは、

精神変調又は発症時を一つの分岐点として着目する必要

性のあることを示唆している。つまり、発症の兆しや発

症後の語りは、それのなかった時代の語りと同様に扱う

ことができないということを意味する。

　例えば、次の D 氏の小学校時代の語り「･･･ 学校に行

くと、集団生活に入ると、緊張とかあるんでしょうね」（D
氏 , 10）は、ジェネラティヴィティの「必要とされてい

るという意識」にコーディングすることができない。そ

の理由は２つある。１つは、子ども時代であること、も

う一つは発症前の感情だからである。

　しかし、大学受験の D 氏の語り（D 氏 , 51, 55, 56）は、図２　ジェネラティヴィティとエージェンシーの関連性
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発症前になるが、ジェネラティヴィティの「意志行為」

にコーディングすることができる。その理由として、一

つは、青年期から大人への移行期にあたること、もう一

つは「意志行為」が未来への行為を含むことが挙げられ

る。

　また、発症前の子ども時代を語った C 氏の表現はエー

ジェンシーにコーディングできる。それは、子ども時代

のポテンシャル（C 氏 , 7）が未来に向けての過去の財

産となり、発症という分岐点を越えて発症後のポテン

シャル（C 氏 , 75）につながっているからである。

　つまり、ジェネラティヴィティのうちの「意志行為」

とエージェンシーは、行為遂行者の持ちものであり未来

に向かって開かれているために、発症前後という分岐点

を越えることができる。北村（2004）の指摘する「病い

の中に意味が創り出されていく過程が病いを得た時から

始まる一方で、病いを得る以前の人生から影響を受ける」

というのは、行為遂行者が発症前から持っていたものを

使うという意味である。

　したがって、行為遂行者は「発症という分岐点を越え

る」ことのできる持ちものを発症に先立って備えている

ために発症時からの回復が可能になると考えることがで

きる。このように考えると、精神障害者の回復で課題

となるのは回復した人が決して諦めなかった（Ahern & 
Fisher, 1999）ことから明らかなように行為遂行者が未来

への希望をもつことである。

2．回復者の語り 
　研究協力者全員が発症時より回復への希望を失わずに

生きてきた。彼らは現在も心身の状態をコントロールし

ながら働き続けている。つまり、4 人の研究協力者は行

為遂行者の持ちものを使って現在の状態まで回復した人

たちである。

　なかでも、発症前に一般企業での就労経験のある A
氏は、退院後よりデイケアなどの地域支援を受けながら

働く意欲をもち続け、就労継続支援 A 型事業所にて 10

年間、悪化することなく就労を続けている。現在の週 5

日、一日 8時間という働き方や内服状況、主治医の勧め

からも、最も回復した人である。レーダーチャートでは

ジェネラティヴィティの「他人への配慮」を除く 3カテ

ゴリーで最も多くコーディングされた。うつ病と統合失

調症の違いはあるが、4 人のうち A 氏をリカバリーへの

道（Ragins, 2002）の先を行く人とみることができる。

　回復という言葉には回復過程にあるという概念が含ま

れるため、精神疾患や精神障害があっても回復者である。

回復（リカバリー）は人々が完全な健康に戻るとか、失っ

たものすべてを取り戻すということではなく、それらが

あってもなくてもよく生きることができるということを

意味する（MHC,1998）。したがって、回復者であっても

つねに精神疾患や精神障害のある自分と折り合いをつけ

ながらよく生きる努力が求められる。

3．回復者の語りにみられる発達課題の特徴 
　人の生き方の基本的な様相を視覚的に表現する四角形

のレーダーチャートは「他人への配慮」が極端に少なく

エージェンシーやジェネラティヴィティの「必要とされ

ているという意識」が多いという歪な形をしている。さ

らに研究協力者全員が類似した形をしていることから回

復者の語りにみられる発達課題の特徴は次の 2 つであ

る。一つは、ジェネラティヴィティの「他人への配慮」

の表現が極端に少ないことである。その内容は、同じ病

気で苦しむ仲間への配慮として表現されていた。もう一

つは、エージェンシーの表現が多いことである。内容に

は、未来に向けられたベクトルは社会復帰に向かってい

るということや友達という表現が多くみられた。友達

との出会いは人生のターニングポイント（田中 , 2000a）
になる。この場合の友達とは同じ苦しみをもつ仲間（ピ

ア）のことである。

　このような回復者の語りにみられる発達課題は病気や

障害と折り合いをつけて生きてきた人のパーソナリティ

特性とも考えられる。

4．能動性を発動させる準備が整うということ
　これらの発達課題の特徴を抱える精神障害者への支援

を見出すために、再び行為遂行者である「私」と他人、「私」

と未来についてのイメージ図（図 1）に戻る。

　第一に、①「他人への配慮」よりも③「必要とされて

いるという意識」に多くコーディングされたことから、

他人をよくすることへと関心を向けることはできない

が、他人からの求めを受け取る構えは整っていることが

わかった。

　第二に、未来との関係において、②「意志行為」より

も④エージェンシーに多くコーディングされたことか

ら、能動性の結果としての受け取りの多さが示された。

このことは、伊東（2016）が指摘するようなリカバリー

の実現に活用できる資源を探すという二者択一性、肯

定的意味づけではなく、ポテンシャルとして未来に開

かれているという意味でストレングスモデル（Rapp & 
Goscha, 2012）やストレングスアセスメント（栄 , 2014）
を理論的に支える。ポテンシャルとして未来に開かれて

いるというのは、例えば、手を持っているから手仕事が

できると考えることである。

　上記 2つのことから、回復者の語りには他人と未来と

の関係において能動性を発動させる準備の整った状態が

見出せる。

5．精神障害者への支援の在り方
　以上の考察から、次の 3点を精神障害者への支援の在

り方として提示する。第一に、支援者は、人間は常に自

分の可能性を追求する存在であり、必ず回復に向かって

動き出す可能性を秘めている、そう見なすことの重要
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性を理解することである。Heidegger（1927）の被投的

な投企（Entwurf）の概念はその重要性を指摘している。

支援者が先に諦めること、投げ出すことをしてはいけな

い。これの根拠は次の2点である。一つは、ジェネラティ

ヴィティの「意志行為」とエージェンシーが行為遂行者

の持ちものであり、未来に向かって開かれているために、

発症に左右されないということである。もう一つは、他

人および未来との関係から行為遂行者は能動性を発動さ

せる準備の整った状態にあるということである。

　第二に、社会復帰を目指し他人との関係性のなかで、

本人のできるという実感を増やす支援をする。例えば、

セルフケアは他人との関係をとおして社会とのつながり

を目指すなかで獲得されるべきである。これの根拠は次

の 2点である。一つは、エージェンシーが発症後に多く

表現され、その内容は未来、社会復帰に向かっていると

いうことである。もう一つは、友達という表現の多くみ

られるということである。

　第三に、仲間との信頼関係を築く支援をする。他人へ

の配慮は、最初に同じ病いを抱える者への配慮となって

表現されたことから、それが精神障害者にとって無理の

ないプロセスであると考えられる。精神障害者の他人と

の関係性の取り方には、回復過程の生活拡大の在り方に

パターンがある（中井 , 1998）ように何らかの規則性が

あるのかもしれない。

6．本論文の限界と今後の課題
　本論文の限界と今後の課題は次の 4 点である。一つ

は、人の生き方の基本的な様相の理論的根拠を Erikson
とアメリカ人哲学者 Bakan（1966）の思考から得たこと

である。Erikson はジェネラティヴィティをルターやガ

ンジー、フロイトなどのいくつかの世紀にわたり、また

いくつかの大陸にまたがる人々の伝記から抽出している

（Levinson, 1978）。島国という地理的文化的要素によっ

て人の理想とする生き方が異なるとすれば、日本人のモ

デルは誰になるのだろうか。また、エージェンシーにつ

いても、アメリカ人のパーソナリティ研究が土台とされ

ていることから日本人のパーソナリティに合致しない可

能性がある。文化的な異なりがパーソナリティのどこま

でに及ぶと考えるのか。これらの課題については、今後

も探求を続け、内容カテゴリーの精錬に生かす。

　第二に、対象者が 4人と少ないこと、働いている精神

障害者であるということ、男性が 3名で女性が 1名であ

ること、診断名が統合失調症 3名、うつ病 1名であるこ

となどの課題が残る。今後は、一般人も含めて対象者を

増やし多様な対象のライフヒストリーの比較検討を行う

ことで、より適切な支援方法を明らかにすることができ

よう。

　第三に、内容分析におけるコーディングの信頼性が十

分に確保できなかったことである。本研究の長期的展望

には、独立した二名のコーダーによる語彙集を使った

コーディングと、一致率算出が可能な方法論の確立が含

まれている。それに対して今回は、専門家によるスー

パーヴァイズを繰り返し受けることで信頼性の確保に努

めた。今後は、データマイニングや語彙分析も視野に入

れて語彙集の作成を行う。なお、妥当性についてはスー

パーヴァイズにより担保されたと考える。

　第四に、他人への配慮に関心がもてない理由とこの発

達課題を克服するための支援方法についての解明が残

る。

Ⅵ．結論
　働く精神障害者の発達課題の特徴は、①「他人への配

慮」が少なく、同じ苦しみを抱えた仲間への配慮として

表現されていた。一方、②「行為遂行者のポテンシャ

ル」は多くみられ、内容は社会復帰を目指すこと、仲間

を得ることの表現が目立った。このような特徴から、次

の 3点を支援の在り方として提示する。①精神障害者を

常に自分の可能性を追求する存在と見なすこと、②社会

復帰を目指し他人との関係性のなかで「できる」という

実感や、③仲間との信頼関係が築けるような関わりを増

やすことである。今後の課題としては、①他人への配慮

に関心がもてない理由と、この発達課題を克服するため

の支援方法についての解明、方法論的には、②対象者数

を増やすことや、回復の様々な段階にある人、同年代の

病気や障害のない人など選定基準を変えて比較検討する

こと、③内容カテゴリーの精錬と語彙集作成が明らかと

なった。
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Generativity and agency of working people with mental 
disabilities: Life histories of four persons

Mitsuko Murakami

Abstract

Background: The conclusion of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities promotes employment and 
independence of people with mental disabilities. Support is required to help them meet their challenges for working 
and becoming independent.
Objective: We clarify the characteristics of developmental issues based on the life histories of working people with 
mental disabilities and also present approaches to providing support, and then eyglicate methodological issues.
Methods: We conducted a semi-structured interview with four persons with mental disabilities who used job support 
at two corporations in the Kanto region. We used content analysis that deductively coded the interview data to the 
themes of the basic aspects of the ways that these individuals lived their lives: generativity (interest in others) and 
agency (potential of people who act).  
Results: Agency expressions were most frequently found. Of three categories of generativity, each person gave one 
expression designated as “Caring”. 
Conclusions: The characteristics of the developmental issues of working people with mental disabilities were (1) 
“Caring”, which was expressed as consideration for their peers with the same difficulties, while in contrast (2) agency 
expressions frequently appeared after the onset of diseases and the expressions about rehabilitation and their peers 
were noted. Based on these characteristics, we present the following three points as approaches to providing support: 
(1) we should always regard people with mental disabilities as those who pursue their own potential, (2) we should 
help them increase their opportunities for feeling “capable” in rehabilitation and in their relationships with others, 
and (3) we should help them promote connections in which they can establish reliable relationships with their peers. 
Methodologically, refining the content category and creating lexicons were identified as tasks. 

Key words: working, people with mental disabilities, Generativity, Agency, life history

Okinawa Prefectural College of Nursing
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Ⅰ．はじめに
　精神障害者の発症後から始まる、社会復帰に向けての

歩みは「病気との折り合いをつける」という営みを抜き

にして語ることはできない。精神障害者のライフヒスト

リーから導き出される、病いの意味づけ（田中 , 2000a, 
2000b; 北村 , 2004）や、セルフケアを拡大していくこと

（梅野ら , 2009）は、それぞれの対象者が病気と上手く

やっていこうとした、病気との折り合いの軌跡である。

これまで、個々の多様な病気との折り合いのつけ方が、

「自分らしく生きること」（瀬戸口ら , 2017）として概念

化され、折り合いのプロセスが「自分はこれでいいと

納得すること」（神宝ら , 2008）として解明されてきた。

しかしながら、折り合いの構造と、その具体例について

は明らかにされていない。折り合いの成立基盤と、そこ

に立脚する各要素の関係性が明確になれば、折り合いの

多様な選択肢と支援方法を提示することが可能である。

　そこで、本論文の目的は次の 2 つである。すなわち、

11 人の精神障害者のライフヒストリーをもとに、①病

気との折り合いのつけ方の構造的特徴を明らかにし、②

折り合いの多様な選択肢と支援方法を提示することであ

る。

Ⅱ．概念枠組み
　本論文では、病気と折り合うということを、「精神障

害者が、病気からの回復や社会復帰を目指して、症状の

改善や健康的に生活するように、心身を調整しようとす

る意志的、主体的な営み」と捉える。その営みには、考

えや思いなし、意志行為（Anscombe, 1963）も含まれる。

「・・・したい」という行為遂行者の目的や願望は、行

為遂行者自身のうちにあるという、アリストテレスの分

析（黒田 , 1992）に基づく。

　したがって、精神障害者が自分の病気と折り合いをつ

けることは、彼らが病気のある自分と折り合いをつける

だけではなく、自分以外の他人や社会との折り合いをつ

けることを意味することから、本論文のタイトルは「精

神障害者における折り合いの構造」とする。

　このような営みの構造を解明するために、個人のライ

フについての口述の物語（桜井 , 2014）である、ライフ

ヒストリーを「11 人の人生の振り返り」のインタビュー

データとして用いる。ここでは、語られた内容が社会文

化的、歴史的に言われているような、客観的事実と合致

しているかどうかは問題ではない。聞き手が語り手の

メッセージを受け取り、「折り合い」というライフヒス

トリーの断片化された集合体の、構造的な特徴に焦点が

［研究報告］

精神障害者における折り合いの構造
− 11 人のライフヒストリー －

村上満子

抄　録

背景：折り合いの構造が明確になれば多様な折り合いのつけ方と支援ができる。

目的：①折り合いのつけ方の構造的特徴を明らかにし②折り合いの多様な選択肢と、支援方法を提示すること。

方法：11 人のライフヒストリーから折り合いのつけ方を抽出して折り合いの対象ごとに括り、それを要素と捉えて相

互の関係性および具体例の質的分析から構造的特徴を明らかにした。

結果： 折り合いの具体例は全部で 336 件あり、折り合う対象ごとに 8 要素に分類できた。折り合いの対象は自分と自分

以外のものとに大別され行為遂行者には選択の余地がない。自分との折り合いは 5 要素（自分だけで折り合う、①健康

と症状、②考え方、③社会的役割と、自分以外のものにたよって折り合う、④社会的役割と⑤症状）あり、これに分類

された具体例は、全体の 8 割以上を占めた。自分以外のものとの折り合いには⑥他人、⑦家族、⑧社会があった。折り

合いの具体例には、不適切と思われるもの、病気を受け入れていないもの、時間をかけて折り合うものがあった。

結論：折り合いの構造的特徴は次の 5 点である。①与えられて引き受けるという成立基盤のあること。②他者よりも自

分との折り合いに関心のあること。③折り合いは当面の折り合いであること。④病識に関係なく折り合えること。⑤折

り合いの完遂は支援できること。以上より、折り合いの主体的側面を尊重しつつ完遂に向けた支援が求められる。

キーワード：精神障害者　折り合い　構造　ライフヒストリー

沖縄県立看護大学
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あてられる。

Ⅲ．研究方法
1．対象者と選定方法
　対象者は関東 2 県の 2 法人（E, F）での就労支援を利

用している精神障害者 11 名である。選定方法は、E 法

人では運営委員会にて研究計画を説明し 6カ所の就労支

援事業所施設長に研究協力が可能で出来るだけ異なるタ

イプと判断する利用者 3 名の選定を依頼した（E 法人の

就労支援利用者は就労移行と就労継続 A 型・B 型を合

わせて約 160 名）。調査期間までに 3 事業所で 8 名の利

用者の同意が得られた。自らの人生を振り返って語るこ

とのできる当事者に巡り合うことは容易ではなく F 法

人については次の選定方法を用いた。研究者が G 法人

から紹介された対象者の 1 人が F 法人の地域活動支援

センターを利用しており本人と F 法人に研究計画を説

明したところ調査協力の同意が得られた。この対象者

は本研究のインタビューに答えた後に F 法人の利用者 2

名を紹介した。その方々の同意が得られたので対象者と

した。

2．データ収集方法
　調査期間は平成25年10月から平成26年5月であった。

対象者には、事前に調査説明書、同意書、インタビュー

ガイドを郵送した。面接は、各事業所の面談室にて約 1

時間の半構造化面接を実施した。内容は、①子ども時代、

②発症前後のこと、③事業所に来てからのこと、④将来

や人間関係についてであり、対象者にはこれまでの人生

を振り返って自由に語るように依頼した。この他に、対

象者をよく知る事業所職員へのインタビュー内容や対象

者が自らの人生を語るために持参した闘病記や体験発表

の原稿、インタビューのために自宅でまとめた文書や出

版されたブックレットを本人の許可を得て対象者の全体

像を知るためのデータとした。また、対象者からの申し

出があれば、複数回の面接を実施した。

3．分析方法
　人生の振り返りのインタビューデータである、ライフ

ヒストリーを「病気との折り合い」という視点で質的に

分析した。具体的には、①逐語録を繰り返し読み、全体

像を把握した後に、病気との折り合い状況を要約した。

次に、②精神変調もしくは発症以後のすべての能動的行

為を抜き出した。③折り合い状況の要約をもとに対象か

ら受け取ったメッセージやストーリーに基づき、考えら

れたこと、思ったこと、したいことなどを抜き出して行

為に加え、折り合いの具体例のリストを作成した。④折

り合いの具体例を、折り合いの対象ごとに括り、その括

りを要素とした。⑤要素相互の関係性を考察して、折り

合いの構造的特徴を明らかにした。

4．研究の質の担保
　分析のプロセスと考察については 11 人の対象者のう

ち E 法人から 3 名、F 法人から 2 名の合計 5 名と、E 法

人の 3 事業所職員 7 名が参加する E 法人主催の研究報

告・交流集会にて発表、意見を聴取した。事業所職員の

職種は精神保健福祉士が 6名、介護福祉士とケアマネー

ジャー兼務が 1名である。

5．倫理的配慮
　対象者には、研究協力についてのインフォームドコン

セントを行い、同意書に署名を得た上で調査を開始し

た。本研究は対象者が登録している E 法人の運営委員

会（2013 年 9 月 30 日）での承認、F 法人への研究計画

書の届出（2013 年 9 月 27 日）、研究者が以前所属して

いた大学の「人を対象とする研究」に関する倫理審査委

員会での承認（承認番号 93、2013 年 6 月 3 日）を得て

いる。また、個人が特定される可能性のある記録内容に

ついては研究結果に影響しない範囲で改変した。

Ⅳ．結果
1．対象者と就労に関する背景（表 1）
　対象者は女性 3 名、男性 8 名の計 11 名で、年齢は 20

歳代後半から 50 歳、平均は約 40 歳であった。診断名は

統合失調症 9 名、うつ病 1 名、うつ病と PMDD（月経

前不快気分障害）が１名であり、入院歴は 2 回以上が 4

名、1 回が 5 名、ない者が 2 名であった。発症年齢は精

神変調を含めると小学生から 30 歳半ばであった。現在

の就労状況は就労継続支援 A 型事業所での就労が 3 名、

就労継続支援 B 型事業所での就労が 5 名、この他に福

祉的就労のみ、福祉的就労と一般企業の非常勤、NPO
法人の非常勤、就労準備のため地域活動支援センター利

用が各１名であった。働き方は週 3回の 1日 6時間から

週 5日の 1日 8時間であった。

　なお、面接時間は 45 分から 187 分、1 回で終了した

者は 9 名、2 回、3 回が各 1 名であった。1 回あたりの

平均面接時間は約 74 分であった。面接後に体調を崩し

た者はいなかった。

2．11 名の折り合い状況の要約
　P 氏は、自分の病名を堂々と言う同僚と働くうちに、

精神障害者への見方が変わった。通過点と思っていたが、

事業所でやりがいを見つけた。今は、自信のないこと、

コンプレックスのあること、人前で話すこと、コミュニ

ケーション能力は一生の課題と思って、同じような悩み

をもつ人や偏見をなくすために、何かできないかと思っ

ている。

　Q 氏は、症状が不安定であり、自分の感覚や思考が信

用できない。感情の乱高下も激しい。服薬コントロール

に限界があり、仕事も思うようにできない。病気である

ことも引き受けられない。生活保護費の切り下げは、Q
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氏が事業所を卒業した後に描いている、老後の生活を不

安にさせる。不当な切り下げに抗議することは、Q 氏の

生きるための闘いである。自分のための訴訟は、これま

で折り合えなかった病気と折り合うことである。

　7 年間も薬の副作用である過食とダイエットに苦しん

でいた R 氏は、インターネットで新薬が出たのを知る。

主治医に処方変更を申し出て、副作用を克服した。被災

後も家族のために必死で人と関わり、震災をきっかけに

社会に一歩踏み出すことができた。今、病気の悩みにつ

いての語りはない。3 年後には、習得中の革細工をリハ

ビリテーションに活用したいと思っている。

　対人トラブルで調子を崩す S 氏は、両親からの虐待

を病気になった理由と考えて、両親をうらみに思ってい

た。「過去は変えられるんだよ」と言われて、救われる。

そう言ってくれた施設長を、「神様」と言って感謝する。

S 氏は、神様を見方にして、病気と折り合おうとしてい

る。

　T 氏の病気との折り合いは、「仕事先読みし過ぎの不

安を何とかやりくり」と表現される。不安の根源は両親

だが、折り合いは両親への思いをどう断ち切るか、とい

う作業である。予備校で無欠席であったこと、病気なが

らも夜学に受かったことを自信にして、不安をやりくり

したいと考えている。

　バリバリ仕事をしていた U 氏は、暇があると落ち着

かない、空いた時間を何とか埋めることに心を砕いてい

た。子どもが、自分のせいで母親が病気になったと思わ

ないように、病気のことを子どもには話していない。一

日一日が精一杯我慢する毎日だが、病気なったことは、

子どもに寂しい思いをせずにすんで、よかったのかもし

れないと思っている。そう思うことで、病気と折り合お

うとしている。

　V 氏は、人の目が気になり、悪口を言われているので

はないかと思う自分を、普通ではないと思っていた。彼

は、素直に自分を出せる友達を得て、そういうことは、

誰にでも起こることで、人と交流する機会がなかったか

ら生じたことだと考えることができた。そうして、病気

と折り合おうとしている。

　順調に回復を実感してきた W 氏は、病気で失ってし

まった自信、病気で落ちてしまった感受性、病気後の言

葉のまとまりにくさが悩みである。これから新たに身に

つけていく自信と、回復がすすんで感受性や言葉のまと

まりにくさが改善することを期待することで、病気と折

り合おうとしている。ピアサポーターとして強みを生か

した自助グループを作りたいと思っている。

　X 氏は病気の悩みについて語らなかった。今は、興味

のある分野での就職活動をはじめている。来年までに思

うような結果が出なければ、分野を選ばすに仕事を探そ

うと考えている。

　Y 氏は小学校の頃からずっと月経痛に苦しんできた。

つらくて消えてしまいたくなってしまう。震災は、家族

の強い結束を崩して、本人の本来の能力を引き出すきっ

かかけとなっている。家族の役に立つことは、自信には

つながっているが、自分を大事にすることができずにい

る。人の役に立つことをして、病気と折り合おうとして

いる。

　対人関係や極度に緊張してしまうことを悩む、Z 氏は

昔からそういう人見知りはあって、生まれつきのものだ

と思っている。今は、人に慣れることによってこれらの

悩みが改善すると考えて、病気と折り合おうとしている。
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3．病気との折り合いの構造と具体例（表 2）
1）折り合いの 8 要素
　折り合いの具体例は全部で 336 件あり、折り合う対象

ごとに 8つの要素に分類できた。表 2に折り合いの構造

と主な具体例を提示した。折り合いの対象は自分と自分

以外のものとに大別される。自分との折り合いの具体例

は 285 件あり、5つの要素に分けることができた。一方、

自分以外のものとの折り合いの具体例は 51 件あり、3

つの要素に分けることができた。自分との折り合いに分

類された具体例は、全体の 8割以上を占めた。

　自分との折り合い（285 件）は、まず自分だけで折り

合うもの（190 件）と自分以外のものをたよって折り合

うもの（95 件）に分けられる。前者が 7 割近くを占め

た。自分だけで折り合うものは 3要素あり、①健康や症

状との折り合い（53 件）、②考え方との折り合い（89 件）、

③社会的役割との折り合い（48 件）であった。3つのう

ち②考え方との折り合いが約半数を占めた。

　一方、自分以外のものにたよって折り合うものは、④

社会的役割との折り合い（58 件）と⑤症状との折り合

い（37 件）の 2要素であった。前者が 6割以上を占めた。

　自分以外のものとの折り合い（51 件）の 3 要素は、

⑥他人との折り合い（19 件）、⑦家族との折り合い（25

件）、⑧社会との折り合い（7 件）であった。約半数が

⑦家族との折り合いであった。⑥他人との折り合いと⑦

家族との折り合いをまとめて、対人との折り合いとすれ

ば、自分以外のものとの折り合いの 9 割近くを占めた。

⑧社会との折り合いはわずかであった。

2）要素の特徴
　①健康や症状との折り合いでは、4人が「引きこもる」

や「寝る、寝続ける」という折り合いのつけ方をしていた。

「薬を大量に飲む」という折り合いも 3 人あった。この

他に、「遠くに死にに行く」もあり、自殺という選択を

する状況もあった。「庭に薬を埋める」は病気と思えな

い場合であり、「昼間の生活をやめて夜起きてラジオ聴

いたりテレビみる」は生活リズムを立て直すなかでの一

つのプロセスであった。「時間が空くと予定をどんどん

入れる」は U 氏の症状との折り合いのつけ方であった。

「薬を飲みつつ何とかやる」人も居れば、きちんと服薬

して副作用による「ダイエットと過食を繰り返す」人も

いた。健康維持では、「睡眠をとる」が 3名と多く、「散

歩をする」も 2名いた。「日記やブログを書く」ことや、

個人的な気分転換の方法もあった。

　自分以外のものをたよる、⑤症状との折り合いでは、

7人が「入院」、5人が「受診」、「通院」、「デイケアに通う」、

4 人が「転院」と多かった。この要素には医療機関の利

用が入る。主治医との関係も含まれる。医療保護入院や

措置入院などの強制的な入院は、本人の意志的、主体的

な営みではないため「入院」には分類しなかった。

　②考え方との折り合いでは、各自がそれぞれの折り合

いをしていた。例えば、Q 氏は「治らない病気なのに一

生付き合っていられるか」、R 氏は「自分は病気で、治

療を仕事にする」、U 氏は「（息子のために）病気になっ

て良かったのかなあ」、X 氏は「自分はおかしいだけ」

と思うことで、病気と折り合いをつけていた。この他に、

「自分を思ってくれる人と付き合う」、「親が嫌でも責め

てはいけない」、「自分のことで精一杯」と思うことで、

他人や家族、社会と折り合いをつけていた。また、未来

の意志行為である「回復すればやれることが増える」、「一

人前になりたい」などの目的や願望も入る。最も多様な

折り合いである。

　社会的役割との折り合いは、自分だけで折り合う場合

と、自分以外のものにたよって折り合う場合とがあり、

前者、自分だけで折り合う、③社会的役割との折り合い

には、仕事や学業の中断や開始、一般就労と、そのため

の勉強や情報収集が入り、後者、自分以外のものにたよっ

て折り合う、④社会的役割との折り合いには社会資源の

利用が入る。③では、3人が「退職・辞表を出す」、4人

が「退学」、「就職活動」、「勉強する」と多かった。④で

は、全員が「就労支援事業所に通う」、2 人が「精神保

健福祉センターの就労準備コースに参加」、「地域活動支

援センターに相談に行く」であった。

　自分以外のものとの折り合いでは、自分との折り合い

と異なり、折り合う対象がなければ、つまり、折り合う

必要がなければ、具体例にあがってこない。例えば、⑥

他人との折り合いでは、他人とのトラブルで調子を崩す

S 氏や、他人に病気を隠している Q 氏の、⑦家族との折

り合いと⑧社会との折り合いでは、震災で家族の結束が

崩された Y 氏の具体例が多く入った。

Ⅴ．考察
1．折り合いは受動的・能動的関係を成立基盤とする
　折り合いをつける行為は行為遂行者の意志的、主体的

な営みであるが、折り合う対象がなければ成立しない。

折り合う対象という括りをすれば、自分との折り合い、

他人との折り合い、家族との折り合い、社会との折り合

いの 4つに分類できる。自分、他人、家族、社会はいず

れも与えられたものであり、行為遂行者が選択すること

ができない。したがって、病気との折り合いは与えられ

たものを引き受けるという、受動的・能動的な関係を成

立基盤としている。

　このことから、精神障害者にとって発症以後の人生

は引き受けざるをえない人生である。これを Heidegger
（1927）の被投的な投企（Entwurf）としての人間存在の

在り方と重ねることができる。この成立基盤が明確にさ

れなければ、「自分らしく生きる」（瀬戸口ら , 2017）こ

とも、「自分はこれでいい」と納得していくプロセスと

解釈すること（神宝ら , 2008）も、精神障害者にとって

どのような意味をもつのか、その本質を見失う。折り合

いの構造的特徴の第一は、与えられて引き受けるという
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成立基盤のあることである。

2．病気との折り合いは自分との折り合いである
　発症以降の能動的な行為や思いなしとして抽出され

た、病気との折り合いの 8割以上が自分との折り合いを

つけることであった。このことから、精神障害者にとっ

て最大の関心事は、自分以外のもの、他人や家族、社会

との折り合いにあるのではなく、自分との折り合いにあ

ると考えられる。本論文の対象が、就労支援を受けてい

ることを考え合わせれば、つまり、働くことのできる、

より回復している人たちであっても、自分とどう折り

合っていくのかが、精神障害者にとっての大仕事（中井 , 
2017）になる。

　「自分のことで精一杯」で、他人や社会への関心をも

つ余裕がない。このような状況では、成人期の心理社

会的危機であるジェネラティヴィティの課題（Erikson, 
1959）は、一端は留保される。この発達課題の克服の在

り方については今後の課題である。

3．折り合いは当面の過渡的折り合いである
　折り合いという行為には、「折り合いをつけること」

と「折り合いを欠くこと」が含まれている。「折り合い

を欠くこと」とは、「折り合っていないこと」、「折り合

いがつかないこと」である。つまり、折り合いには折り

合いをつけようとして折り合えないでいることが含まれ

る。したがって、折り合いは過渡的なものでよく、すべ

てが当面の折り合いである。もちろん、当面の折り合い

で折り合いをつけることもできる。しかし、「庭に薬を

埋める」、「薬を大量に飲む」、「昼間の生活をやめて夜起

きてラジオ聴いたりテレビみる」、「遠くに死にに行く」

などの折り合いも、不適切だが、折り合いのつけ方のひ

とつである。はじめから折り合いのついているものは折

り合う必要はなく、表現されない。例えば、表 2の家族

との折り合いや社会との折り合いにあがっていない対象

者は家族や社会と何らかの折り合いをつけている。

　折り合いには当面の過渡的折り合いのあることで、与

えられて引き受けるという折り合いの成立基盤がすべて

の人間に開かれていることがわかる。したがって、当面

の過渡的折り合いを上手く使いながら、折り合いをつけ

る営みを支援することが求められる。

4．病気と思っていなくても折り合いはつけられる
　病識と関係なく、病気と折り合うことができる。例え

ば、X 氏は「死にに行かなきゃ、消えなきゃ」と出奔す

るが、途中で正気に戻って「自分がおかしいだけ」と帰っ

てくる。時々衝動的に死にたくなるが、「自分がおかし

いだけ」と何とかやってきた。T 氏は、就職のために二

度目の受験勉強をして大学に受かる。将来も見えてきた

し、眠くなるから「薬は必要ない」と両親がもらってき

た薬を「庭に埋める」。T氏が病気を受け入れられたのは、

「働かざるもの食うべからず」と言う、両親に対抗して

「住み込みで働き」、仕事以外は「寝続ける」という辛い

時期を経て、精神保健福祉センターで「自分の病気を受

け入れたほうが楽に生きられる」と学んだことがきっか

けだった。

　病気を拒否している場合であっても、本人が主体的に

取り組める、当面の折り合いを一緒に考えることや、提

案することができる。

5．折り合いの完遂
　折り合いの完遂はある折り合いのつけ方の持続性によ

る強化、もしくはいくつかの折り合いの発展的成長によ

り達成できる。例えば、退院後すぐの T 氏は「コンビ

ニのバイトを週 3回する」ことで、自分のなかの社会的

役割との折り合いをつけようとした。しかし、仕事以外

は「寝続ける」、つらい生活を送ったために、この折り

合いを続けることができなかった。10 年後、T 氏は自

分のなかの「仕事先読みし過ぎの不安」に対して、「（オ

ペレーターを）3 年やってますけど、まだ不安を感じて

いますしね。とりあえず次の目標を 5年にして、仕事を

長く続けていきたいですね。そのうち不安にも慣れてく

るんじゃないかと思って、期待しているところなんです」

と言う。T 氏の「オペレーターをする」という折り合い

は 3年持続することで強化され、あと 2年ほどで完遂す

ると実感されている。

　一方、X 氏は、社会的役割に対して「作業の時間だけ

居る」、「ミーティングに参加する」、「ミーティングで司

会をする」といった折り合いのつけ方を経て、「会議や

勉強会で意見を言う」に至る。これに 4年を費やしてい

る。X 氏の完遂は間近と言える。

　折り合いのつけ方を持続可能性や回復の行動範囲拡大

（中井 , 1998）の視点で見守り、評価することで、折り

合いの完遂を支援することができる。

6．本論文の限界と今後の課題
　本論文の限界と今後の課題は、次の 3点である。第一

に、対象者が 11 人と少ないこと、就労支援を受ける回

復段階にあること、男性が 8名で女性が 3名であること、

多くが統合失調症であることなどの限界がある。今後は、

性別や診断別、回復段階別に、対象者を募り、ライフヒ

ストリーに基づく病気との折り合いのつけ方を比較検討

することが課題である。

　第二に、一端留保された、ジェネラティヴィティの発

達課題を精神障害者はどのように克服しているのか、ど

のような支援が必要なのかを追究することが課題とな

る。

　第三に、自分の考え方との折り合いのつけ方や、社会

的役割と他人との折り合いのつけ方についての詳細な分

析が課題として残されている。
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Ⅵ．結論
　折り合いの構造的特徴は次の 5点である。①与えられ

て引き受けるという成立基盤のあること。②他者よりも

自分との折り合いに関心が寄せられていること。③折り

合いは当面の折り合いであること。④病識に関係なく折

り合えること。⑤折り合いの完遂は支援できること。以

上より、折り合いの主体的側面を尊重しつつ完遂に向け

た支援が求められる。
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Structure of “oriai” in persons with mental disorders: Life 
histories of 11 persons

Mitsuko Murakami

Abstract

Background: Clarifying the structure of oriai (coming to terms with an illness and society) may help in identifying 
various ways of and providing support for oriai. 
Objectives: To clarify structural characteristics of oriai, and present various options and methods of providing support 
for oriai. 
Methods: We extracted methods for oriai from life histories of 11 persons with mental disorders, and grouped 
the methods based on the subjects of oriai. Considering these groups as elements, we qualitatively analyzed the 
relationships among these elements and derived concrete examples to identify structural characteristics of oriai. 
Results: There were 336 concrete examples of oriai, which were grouped into eight elements based on the subjects. 
The subjects of oriai were largely classified into those of the persons themselves and others; performers could not 
replace themselves or others based on their own will. There were five elements of oriai by oneself: (1) health and 
symptoms, (2) ways of thinking, (3) social roles, where oriai was performed by oneself, and (4) social roles and (5) 
symptoms with others’ help. Concrete examples thus classified accounted for at least 80% of the total. Oriai with 
others involved (6) other persons, (7) family, and (8) society. Concrete examples of oriai comprised cases deemed 
inappropriate, who did not accept their illnesses, and who took a long time for oriai. 
Conclusion: The structural characteristics of oriai comprised the following 5 points: (1) there is a base for oriai, i.e., 
having an illness and being part of the society, and accepting these; (2) there is more interest in oriai by oneself than 
with others; (3) oriai is an immediate behavior; (4) oriai is performed independent of insight into mental illness; and (5) 
completion of oriai can be supported. Therefore, support for the completion of oriai is required, while respecting the 
principal aspects of oriai. 

Key words: peoples with mental disorders, oriai, structure, life histories

Okinawa Prefectural College of Nursing



沖縄県立看護大学紀要第 19 号（2018 年 5 月）

― 19 ―

Ⅰ．はじめに
　2010 年の診療報酬改定で新生児特定集中治療室

（Neonatal Intensive Care Unit 以下、NICU とする）に退

院調整加算が新設されて以来、地域や施設毎に NICU か

らの退院支援の取り組みが進んでいる（東京都福祉保健

局医療政策部 ,2012；新潟大学医歯学総合病院総合周産

期母子医療センター ,2015）。一方で NICU からの退院支

援に関する文献検討によると親子の愛着形成やファミ

リー・センタード・ケアの理念に基づく支援、退院の意

思決定支援といった NICU 内で行われる看護の研究報告

は多いが、施設を超えた職種間連携など NICU から在宅

への移行期支援の研究報告が少ないことが指摘されてい

る（久保ら，2016）。平成 30 年 4 月に施行される障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

及び児童福祉法の一部を改正する法律には、医療ケアが

必要な子どもたちが地域で生活できるよう関連分野で連

絡調整することが地方公共団体の役割として明記されて

おり（社会保障審議会障害者部会 , 2016）、NICU から在

宅への移行支援が加速することが予想され、今後は在宅

移行支援のアウトカム評価研究が必要である。

　筆者は上述したアウトカム評価尺度として、国内外

で唯一の NICU から退院した乳児の親の複雑な移行期

の状況を測定する尺度 Transition Questionnaire（Kenner, 
1994）（以下、TQ とする）を、開発者の承諾を得て翻訳し、

沖縄県にある NICU から退院する乳児の親において日本

語版 TQ（以下、JTQ とする）の信頼性を検討した。結果、

JTQ の内的一貫性は高く（Cronbach’s α =.89）、退院

後1週目と1か月目の総得点間に強い相関があり（r=.83，
p=.00）、尺度の信頼性が確認できた（上原 , 2016）。
　この度、TQ の開発者らより世界規模の横断的調査を

経て TQ を改定し Transition-to-Home：Premature Parent 

Scale（以下、Transition-to-Home とする）を作成したと

の知らせを受けた。筆者らは JTQ に代わる尺度の開発

に向け、まずは日本語訳した Transition-to-Home の表面

妥当性を検討するため NICU 看護の専門家と当事者の協

力を得て予備調査を行った。表面妥当性は、質問項目の

言い回しが適切か、日本の NICU から自宅への移行の状

況へ適合するかについて主に検討した。

Ⅱ．研究方法
1．尺度の概要
　TQ は「情報ニーズ Informational Needs」6 項目、「ス

トレス・コーピング Stress and Coping」14 項目、「親子

の役割発達 Parent-Child Role Development」9 項目、「悲

嘆 Grief」4 項目、「社会相互作用 Social Interaction」3 項

目の合計 36 項目、5 つの下位尺度をもつ多次元尺度で

ある。回答方式は5ポイントリッカート尺度で、アンカー

ワードは 5：strongly agree、4：agree、3：uncertain、2：

disagree、1：strongly disagree、総得点の範囲は 36 ～ 180

点で、高得点ほど退院後の心配が少なく育児によく取り

組めていることを示す。Kenner らは TQ の質問項目の抽

出のため、NICU 退院後 1 か月以内の乳児の家庭を訪問

し、養育者へ退院後の心配事と取り組み状況について聞

き取り調査をした（Kenner, et al, 1993）。また、米国、英国、

カナダの NICU 看護に関する文献検討より内容妥当性が

確認されており（McKim, et al, 1995）、TQ は NICU から

退院した乳児の親に特化した尺度といえる。しかし、下

位尺度の項目数にばらつきがあること、下位尺度の内部

一貫性が低～中程度（Cronbach’s α =.57～ .74）（Boykova, 
et al, 2013）とされるが量的調査の詳細が公表されてい

ないこと、作成から 20 年が経過し現状とのずれが生じ

ている可能性があること、米国と日本の保健・医療制度

や NICU から自宅への移行の状況の違いなどが日本語版

作成時の懸念事項であった。

　Kenner の研究仲間である Boykova（2015）は、TQ の

（研究ノート）

日本語版早産児の親用在宅移行尺度（Transition-to-Home: Premature 
Parent Scale）の開発－予備調査による表面妥当性の検討－

上原和代 1）　前田和子 2）

キーワード：早産児の親用在宅移行尺度、日本語版、表面妥当性、予備調査、アウトカム評価

Key words：Transition-to-Home: Premature Parent Scale, Japanese version, face validity, pretest, 
　　　　　　 outcome assessment
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改定を目的に英語圏の国々で大規模な横断的調査を行

い、Transition-To-Home を開発した。開発過程ではまず、

1980 年から 2014 年に公表された文献から抽出された早

産児の在宅移行期に関わる専門職による支援の項目を

TQ に追加し 66 項目とし、米国内 11 州とカナダに所在

する新生児科医、臨床心理士、早産児の母親、早産児の

親のオンライン・コミュニティの管理者、NICU 看護の

臨床家および研究者ら、計 18 人によるパネルレビュー

にて内容妥当性の評価を行った後、早産児の親のイン

ターネット・コミュニティにてオンライン調査を行った。

六大州にある英語圏 13 か国に居住する NICU を 1 年以

内に退院した乳児の親 704 人から回答があり、探索的因

子分析の結果、4因子、17 項目で適合度が良く、累積寄

与率は 55％となった。下位尺度は「孤独 Isolation」5 項

目、「専門職の支援 Professional Support」5 項目、「自信

Confidence」4 項目、「心配 Worry」3 項目の 4 つで、オ

リジナルの TQ からは 8 項目が含まれた。内部一貫性は

尺度全体（Cronbach’s α =.86）、因子毎（Cronbach’s
α =.77 ～ .86）共に高く、回答は TQ 同様、5 段階の

リッカート尺度であった。なお、「孤独 Isolation」と「心

配 Worry」はネガティブワードのため逆転項目として

総得点および下位尺度得点が算出され総得点の範囲は

17 ～ 85 点、高得点ほど在宅移行の困難さが少ないと解

釈される。また質問項目は、the Flesch-Kincaid reading 
ease77.9、Flesch-Kincaid グ レ ー ド レ ベ ル 4.6、SMOG
（Simple Measure of Gobbledygook）インデックス 5.5 で、

英語を母語とする人の大多数が読みやすいと評価する文

章である。

2．翻訳過程
　筆者らは 2016 年 8 月にバンクーバーで開催された第

9回国際新生児看護学会（The 9th Council of International 
Neonatal Nurses Conference）へ参加し、Kenner へ JTQ の

結果を報告し意見交換した（Uehara, et al, 2016）。その

際、TQ の改定を知り改訂版の日本語への翻訳について

申し入れた。帰国後、Boykova より日本語への翻訳許可

を得、Transition-To-Home の原版の送付を受けた（2016

年 8 月 23 日、E メール）。この尺度は前述のように平

易な英語で表現されていたため、まずは筆者が日本語

に訳した。翻訳支援は日本人で米国の複数の NICU に

勤務する新生児ナースプラクティショナー（Neonatal 
Nurse Practitioner、以下 NNP とする）へ依頼した。彼女

は Kenner の研究仲間でもあり、JTQ の翻訳の際にも協

力を得た経緯がある。NNP の仲介で日本語と英語の両

言語で開発者らと直接、E メールでやり取りできたため、

逆翻訳の手続きは不要であった。翻訳の際は、平易な日

本語にすること、日本の NICU から自宅への移行の状況

に合うよう留意した。

3．研究参加者と募集方法

　予備調査では、Transition-To-Home の日本語訳の表面

妥当性を NICU 看護の専門家と当事者である早産児の親

の両方の立場から検討することがねらいであった。関東

と関西にある総合周産期母子医療センターの NICU に勤

務し共同研究者である小児看護専門看護師各 1名を仲介

者として、同施設に勤務する新生児集中ケア認定看護師

および小児看護専門看護師に調査への参加を依頼した。

また 1 施設では NICU を退院した親子のピアサポートグ

ループの活動日に集まった早産児の母親へ調査への参加

を呼びかけてもらった。なお、今回は表面妥当性の検討

のため便宜的に参加者を選定し、参加者数は各 10 名程

度とした。

4．調査方法
　調査は 2016 年 9月に行った。日本語訳した Transition-
To-Home 17 項目と 5 段階リッカート尺度による回答欄

を A4 サイズ 1 枚に整えた調査票への回答に加えて、回

答所要時間を測定するよう依頼した。回答完了後は、質

問の量を、少ない 1 点、やや少ない 2 点、ふつう 3 点、

やや多い 4点、多い 5点、質問項目の難易度を、簡単 1点、

やや簡単 2 点、ふつう 3 点、やや難しい 4 点、難しい 5

点の 5段階で評価してもらい、教示文を含めて答えにく

い項目や日本の状況に合わない箇所がある場合は調査票

へ直接コメントを書き込んでもらった。なお、調査票は

看護師用と親用を分けているが、いずれも無記名で、回

答後は本人が封筒に入れたものを共同研究者に回収して

もらい、まとめて筆者へ送付してもらった。開封は看護

師の所属施設が特定されないようすべての返信を受けて

から行った。

5．分析方法
　回答所要時間、質問の量と難易度は単純集計した。教

示文と日本語訳した 17 の質問項目は調査票へ記入され

たコメントを整理し、筆者と NNP で言い回しや日本の

状況に適合する表現を再検討し、判断が難しいものは開

発者へ問い合わせた。また、修正前後の日本語訳の読み

やすさは、柴崎らがインターネット上で運営するリーダ

ビリティー・リサーチ・ラボが提供するリーダビリティー

測定ツール Ver.0.1 の 12 学年用を用いて評価した。結果

はレベル 1 ～ 12 で表示され、レベル 1 が小学 1 年生レ

ベルに相当し、数値が高いほど読みにくい文章と評価

される（柴崎ら , 2010）。また、今後行う本調査に向け、

日本と英語圏を主とする海外の文化的差異に関する仮説

を得るために母親の回答した尺度得点を Transition-To-
Home の開発時調査（Boykova, 2015）の尺度得点と比較

し考察した。

6．倫理的配慮
　本調査の主旨、参加の任意性、利益と不利益、個人情

報の保護、途中辞退が可能であること、答えにくい項目
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は空欄としてよいことを依頼文に明記し、調査票と一緒

に配布してもらった。本調査を含む研究計画書は筆者の

所属する施設の研究倫理審査委員会（承認番号 16010）

及び、調査協力施設の倫理審査委員会等で承認を得た。

Ⅲ．結果・考察
1．調査票の回答状況
　調査場所である 2 施設の NICU に勤務する小児看護

専門看護師 3 人と新生児集中ケア認定看護師 4 人、ピ

アサポートの活動に参加した母親 7 人が調査へ参加し

た。日本語訳 Transition-To-Home の 17 項目への回答所

要時間に記入のあった 13 人の平均所要時間は 3分 12 秒

（SD152.3 秒、最小 1 分 12 秒、最大 10 分）であった。

母親と看護師を比較したところ、母親のみの平均所要時

間は 1 分 45 秒（SD42.9 秒、最小 1 分 12 秒、最大 3 分）

で看護師よりも短時間で回答を完了していた。

　質問項目の量に回答した 14 人の平均値は 2.9 点で‘ふ

つう’であった。看護師の回答は‘やや少ない’から‘や

や多い’までばらつきがあったが、母親は全員が‘ふつ

う’と回答した。質問項目の難易度に回答した 14 人の

平均値は 2.9 点で ‘ふつう’であった。‘やや難しい’と

回答したのは母親 1人、看護師 3人の計 4人で、‘難しい’

と回答した者はいなかった。回答時の環境の違いはある

ものの、概して看護師よりも母親の方が調査票への回答

に抵抗が少ないようであった。

2．質問項目の言い回しと日本の NICU から自宅への移
行の状況への適合性

　調査票への書き込み及び自由記述によるコメント数の

合計は 35 件で 2人の母親と 6人の看護師から得られた。

コメントの内訳は、質問項目 27 件、アンカーワード 3件、

タイトル 2件に加えて、全体への意見 1件と書式・体裁

2件であった。

　質問項目へのコメント 27 件中 18 件は、「専門職の支

援 Professional Support」5 項目（質問番号 6 ～ 10）に

ついてで、「『専門職』はどういう人か？」「『医療機

関』は入院していた病院のことか？」などであった。

Transition-To-Home は NICU から自宅への移行期、すな

わち退院後 12 か月以内の早産児の親向けに作成された

質問紙である。日本の NICU から自宅への移行期にある

乳児とその親に関わる医療機関や専門職は入院していた

医療機関、居住地の市町村保健師、かかりつけ小児科、

訪問看護・介護・リハビリテーション、児童デイサービ

スやレスパイトサービスを提供する施設など幅広い。そ

のため回答者は「専門職」とは誰を想定して回答すれば

よいか迷うようであった。Boykova（2015）は、第 2 因

子を構成した 5項目は退院後のヘルスケア専門職（health 
care professionals：HPs）への親の認識を反映したと解釈

し、因子名を「専門職の支援 Professional Support」とした。

米国で HPs といえば主に医療機関で働く医師、看護師

（Nurse Practitioner、Nurse Midwife を含む）、各種療法士

をさすことが多いが、開発者らによれば HPs の働く場

所は特に規定していないとのことであった。日本では母

子保健法に基づき、低体重児においては NICU 退院前か

ら家族の居住する市町村の保健師と連携することも多い

ため、質問番号 6～ 9の HPs の日本語表記は「専門職（医

師、看護師、保健師など）」に統一することとした。し

かし、質問番号 10「I have HPs who I can ask when I have 
questions about my baby（子どものことで疑問があればい

つでもきける医療機関の窓口がある）」について、HPs
の日本語表記を「医療機関の窓口」としたのは、日米の

医療システムの違いによる。米国では‘自分の’プライ

マリーケア医やファミリーナースプラクティショナーが

医療の窓口で、患者が直接病院を受診するのはまれだ

が、日本においては患者や家族が希望する医療機関へ直

接連絡したり、受診することが可能である。また日本で

は、入院していた NICU が退院後の早産児の親へ電話相

談サービスを提供していることが多い（高垣ら , 2011；
加藤ら , 1997）。よって、質問番号 10 では HPs の日本語

表記を人を示す「専門職」ではなく、組織を示す「医療

機関」とした。なお、日本語版での表記や追記について

開発者へ説明し、許可を得た。

　質問項目に対するその他のコメントは主に日本語表現

についてで、例えば質問番号 1 の I feel all alone を「私

は孤立していると感じる」とするか「私は孤独である」

とするか、質問番号 11 ～ 13 の caring for my baby を「子

どもの世話」とするか「子どものケア」とするかなどで

あった。日本語訳の吟味においては、開発者の意図とそ

の質問文の表現となった経緯や根拠を確認しながら検討

した。例えば、上記の alone の日本語訳は「孤独」では

なく「孤立」を採用した。「孤独」は「他から離れてい

る」という物理的な意味と「一人ぼっちでさみしい」と

いう心理的な意味の両方に解釈可能である。開発者の意

図および質問項目の文献的な背景を確認すると、ここで

の alone は子どもの感染症への罹患を恐れて自宅に引き

こもる、人出の多い場所や時間帯を避けるなど、物理的

な意味合いが強かった。よって、日本語訳は「他から離

れてつながりや助けがない状態」を示す「孤立」を採用

した。

　その他、アンカーワードで用いられる agree は両親が

回答しやすいよう「同意する」より柔らかい印象である

「そう思う」を採用した。また、母親および看護師から

質問項目自体の追加や削除の提案はなかった。17 項目

の日本語訳と原版の対比を表 1に示した。

3．日 本 語 訳 Transition-To-Home：Premature 
Parent Scale の読みやすさ

　日本語リーダビリティー測定 Ver.0.1、12 学年用を用

いて Transition-To-Home の日本語訳の修正前と修正後を

比較した。結果、修正前に比べ修正後ではレベル 1 ～ 6
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までに含まれる割合が 5％増加し 97.0％となった。尺度

の総文字数が判定条件である 800 文字以上に満たなかっ

たため参考値ではあるが、予備調査により修正した調査

票の日本語訳は小学校卒業レベルの読みやすさであると

推測された。

4．尺度得点にみる日本と海外の文化的差異
　予備調査に参加した母親 7 人の尺度得点を用いて、

Boykova（2015）による尺度開発時の英語圏各国の親の

尺度得点と比較した（表 2）。結果、第 1 因子 Isolation、
第 2 因子 Professional Support、第 4 因子 Worry の因子得

点と総得点の平均値において日本の親の方が高かった。

その理由は、Boykova（2015）のサンプルの 74.8％を占

めた米国の NICU に比べ、日本の NICU からの乳児の退

院時の週数は 2 ～ 3 週間遅く、退院時の体重は 200g ほ

ど重いこと（上原 , 2016）から推測された。つまり、早

産児がより成熟した状態で退院した結果、子どもの体調

に関する親の心配が少なく、海外に比べ日本の早産児の

親の方が NICU から自宅への移行期に問題が少ない可能

性があった。

　一方、日本の平均得点が低かったのは第 3 因子

Confidence であった。この因子は授乳やおふろなど、子

どもの世話に関する親の自信の程度を測定する。内閣府

が行った平成 22 年度少子化社会に関する国際意識調査

によれば、子育てを担う者は日本では「もっぱら妻」「主

に妻」合わせて 67.2％であったのに対し、米国では「夫

婦同程度」が 6割を超える多数派であった。また、妻よ

り夫の方が主に行っている育児内容として 5割以上の親

が回答した項目は、日本では「入浴」のみであったのに

対し、米国では「日常生活上のしつけ」「家での遊び」「寝

かしつけ」「散歩・屋外遊び」の 4項目であった（吉田 , 
2011）。アメリカと比べて日本では子育てを含む性別役

割分業に肯定的で、実態の上でも育児が母親に大きく

偏っている。日本の母親においては育児とその責任を一

人で抱え込んだ結果、自信が低くなる可能性が考えられ

た。予備調査においてはサンプル数が少なく推測の域を

出ないが、今後の調査ではこれらの仮説が裏付けられる

か、統計的に検証したい。

Ⅳ．結論

　今回、日本語訳した Transition-To-Home：Premature 
Parent Scale は NICU 看護の専門家と NICU を退院した

早産児の母親の意見を基に、日本の NICU から自宅への

移行期の状況を反映した表現に修正された。今後はこの

尺度を用いて本調査を行い、移行期にある早産児の親へ

の支援のアウトカム評価に利用できる日本語版の開発に

つなげたい。
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Ⅰ．はじめに
　がんは日本人の死因の第 1位であり、本邦では国を挙

げて乳がんの早期発見・早期治療に関する取り組みが図

られている（厚生労働省 , 2017）。しかし、がん症状を

自覚した、或いはがん検診で要精査の指摘を受けたに

も関わらず、適切な時期に医療機関を受診せずに重症

化に至る者の存在が先行研究で指摘されている（Unger-
Saldana et al., 2009）。特に、乳がん患者については乳房

症状の自覚から医療機関を受診するまでに 3 か月以上

要した者は全体の約 3 割を占める実態がある（Facione, 
1993）。このような受診遅延の問題は、症状の悪化のみ

ならず、患者にとって心身の負担も大きく治療にかかる

医療費も高くなるため、早期に医療機関への受診・治療

に結びつける支援が重要となる（大城ら , 2015）。また、

筆者らが実施した医師・看護師へのヒアリングからは、

受診遅延者を早期受診に繋げる援助方法の確立を求める

声が多く挙がり、受診遅延を予防する介入方法を構築す

ることは、患者・医療者・医療費の面からも優先度の高

い解決すべき問題である。

　がん患者の受診遅延については、なぜ受診が遅延する

のかといった関連要因を明らかにする研究が 2000 年代

から数多くなされている（Smith et al., 2005）。筆者らも、

これまで乳がん患者を対象に受診遅延の関連要因を明ら

かにする研究に取り組んできた （大城 , 2017） 。しかし、

受診遅延を予防する介入方法の構築には至っていない。

　近年、米国疾病予防管理センターにより乳がん検診・

子宮頸がん検診・大腸がん検診の検診対象者の受診を促

す介入方法の有効性に関する科学的根拠がレビューさ

れ、手紙や電話などによる勧奨、パンフレットやニュー

スレターなどによる介入、1 対 1 の教育による身近な情

報提供が、がん検診受診率向上に有効であるというエビ

デンスが示されている（CDC, 2016）。しかし、受診遅

延には、がんを疑いつつも不安や恐怖に対処できなかっ

たことや、家族に負担をかけたくなかったこと等の背景

が存在するため（大城 , 2017）、がん検診受診を促す介

入が受診遅延を予防する介入として適応可能か否かは定

かではない。

　そこで、本研究は文献検討の実施により、がん患者の

受診遅延を予防する介入方法を整理することで、本邦に

おける受診遅延を予防する看護介入の構築に向けた方略

を明らかにすることを目的とした。 

Ⅱ．用語の定義
　受診遅延とは、がんの症状や検診などで異常に気づい

てから医療機関を受診するまでのインターバルにおける

遅延とした。

Ⅲ．方法
1．文献の抽出
　国外における文献収集にあたり、ProQuest、PubMed、
MEDLINE、CINAHL で検索を行い、MeSH タームは

「neoplasms」「help seeking behavior」「delay」「intervention」
を用いて AND 検索を行った。国内における文献収集に

ついてはCiNiiおよび医学中央雑誌Web ver.5を用い、「腫

瘍」「受診遅延」「介入」を検索語とした。なお、検索語

の選定については、受診遅延の定義を含め検討し精選し

た（大城ら , 2016）。対象年度は 1981 年〜 2017 年 5 月

までとした。

　文献の選定基準は、①英語または日本語で書かれた文

献であること、②受診遅延を予防する介入に焦点を当て

た研究であることとした。また、キーワードで検索され

た文献の引用文献の中から選定基準を満たしている文献

を 2次的に収集した。

（文献検討）

がん患者の受診遅延を予防する介入方法：文献検討

Intervention method to prevent the delay of help seeking behavior in 
cancer patients: Literature review

大城真理子 1）　神里みどり 2）

キーワード：がん患者、受診遅延、予防、介入
Key words : cancer patient,　delay of help seeking behavior,　prevention,　intervention

1）Eötvös Loránd University
2）沖縄県立看護大学
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2．文献選定
　文献選定は妥当性を高めるため、著者 2名で評価し検

討した。また、対象文献についてゼミナールで検討した。

Ⅳ．結果
　検 索 の 結 果、ProQuest  671 件、PubMed 5 件、

MEDLINE 11 件、CINAHL 8 件が検索された。国内文献

の検索結果は、医中誌 Web および CiNii ともに存在し

なかった。図 1 に PRISMA フローチャート（PRISMA, 
2015）を基盤に実施した文献レビューの過程を示す。結

果、695 件が抽出され、そのうち、表題・要約・本文から、

前述の採択基準により、対象文献 4件を抽出した。さら

に、追加の 2次的収集で得られた 2件を抽出し、計 6件

をレビューの対象とした。収集された文献の概要を表 1

に示す。

1．出版年および国別比較
　がん患者の受診遅延を予防する介入方法に関する文献

は、全て 2008 年以降に出版されていた。国別の文献数

は英国 5件、インドネシア 1件であった。日本の文献は

なかった。

2．研究対象
　対象論文が焦点を当てたがん種は、がん全般に関する

論文が 2件、乳がんに関する論文が 4件であった。その

他のがん種に関する論文はなかった。

3．研究の概要
　6 件の研究の内訳は、介入方法の構築に関する総説が

1 件、介入方法を検討した文献レビューが 1 件、研究プ

ロトコールに関する論文が 1件、介入研究が 3件であっ

た。本研究では、これらの論文を下記の 2トピックに分

類し、検討した。

1）受診遅延を予防する介入方法を検討した研究
　Burgess ら（2008）は、がん領域において初めて受診

遅延の介入方法に焦点を当てた研究に取り組んだ。この

研究では、英国において若い女性よりも高齢女性の受診

遅延が特徴的であることから、高齢女性の受診を促す介

入方法をデザインすることを目的に文献検討を実施して

いる。方法は 4 つの電子データベースを用いて①乳が

ん検診などの受診行動を促す介入研究、②効果的な行

動変容を促す効果的な技法、の側面から文献レビュー

を行っている。その結果、冊子を用いた専門家による

フィードバックが有効な介入方法であると結論づけてい

図 1　文献選定のプロセス
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る。今後の課題としてこれらの介入方法を用いた RCT
（Randomized Controlled Trial）を行い、受診遅延者を減

らすことへの有効性についての検証が必要であるとして

いる。

　Austoker ら（2009）は、英国の受診遅延の状況を踏ま

え、受診遅延を予防するためには知識を向上することが

重要であると述べ、がんに関する知識の向上と早期受診

を促す効果的な介入方法に焦点を当てた調査を行ってい

る。結果、知識の向上には対象に合わせた情報提供によ

る介入が有効である可能性が示された。しかし、地域や

集団に対する早期受診を促す介入については十分なエビ

デンスが存在しないと結論づけている。本文献レビュー

の限界として、介入研究の数が少ないことが挙げられて

いる。

　Setyowibowo ら（2017）による研究は、英国以外の国

で初めて受診遅延を予防する介入方法を検討した論文で

ある。インドネシアでは受診遅延の要因として知識不足

やソーシャルサポートとの関連が示されている。本論文

では、このようなインドネシアにおける受診遅延の背景

を踏まえて、乳がん患者の受診遅延を予防する心理教育

介入を用いた RCT の研究プロトコールを検討している。

具体的な介入方法については 27 人の乳がん患者に対す

る半構造面接調査と、乳腺外科医師と看護師に対して実

施した 5回のフォーカスグループインタビューの結果を

踏まえて構成している。乳房の症状を有して病院を初め

て受診した女性 106 人を介入群と統制群に分類し、介入

群には早期受診の意義や乳房の異常に気づいた際のコー

ピング方法、ソーシャルサポートを得ることの重要性な

どについて記された冊子および乳がんサバイバー 2人が

自らの体験を語った DVD を配布する。介入効果につい

ては最初に受診した日からがんと診断されるまでの日数

や知識、不安や恐怖、QOL の程度で評価する。本研究

は介入のプロトコールを示した論文であり、結果につい

ての記述はされていない。

2）受診を促進する知識向上に焦点を当てた介入研究
　Linsell ら（2009）による研究は、Model for understanding 
delayed presentation（乳がん患者の受診遅延を理解する

ためのモデル） （Bish et al., 2005）を基盤に受診遅延を予

防する介入方法を検証した最も古い研究である。この研

究は英国の先行研究で明らかになった受診遅延のリスク

要因である高齢、知識不足に焦点を当て、知識を高める

介入方法の有効性について検証することを目的としてい

る。具体的には 867 人の高齢女性を“冊子を用いた専門

家による 1 対 1 の 10 分間のサポート介入群”、“冊子の

みの提供群”、“通常ケア群”の 3 群に分類し、介入効

果を検証した研究である。介入の手法は先の Burgess ら
（2008）が文献レビューで示した方法を用いている。結

果、専門家による冊子を用いた 10 分間の 1回の介入が、

12 ヶ月後においても、乳房の異常に気づいた際の受診

の意思を高め、知識の向上につながることを実証した。

介入は、5 人の放射線技師と 3 人の心理学者が実施した

が、介入者の違いで質にバラつきがないよう、お互いに

チェックリストを用いたフィードバックを行うなど質の

担保への工夫についても記述されていた。

　Kyle ら（2013）は、受診遅延のプロセスをモデルで

示した Total Patient Delay モデルとヘルスプロモーショ

ンを視座に、青年期からがんの知識を高め、がんの異常

に気づいた際の早期受診を促す知識を提供する学校ベー

スの教育介入プログラムの有効性を検証した。研究は

11 歳から 17 歳までの学生 422 人を対象に介入群と統制

群に分類し実施した。介入プログラムの内容は 3回（60

分 / 1 回）にわたるがん教育の専門家によるプレゼンテー

ションと DVD 視聴、冊子の提供である。その結果、介

入後 6ヶ月の評価において、がんに関する知識は向上し、

「医師に自分の症状について話をする自信がない」、「医

師が何か異常を見つけるのが怖い」など受診に対する心

理的バリアが減少した。しかし、受診遅延の可能性を評

価する乳房の異常に気づいてから受診までの時間につい

ては変化を認めなかった。

　Forster ら（2014）による研究も英国で実施された研

究である。先の Linsell ら（2009）が実施した専門家に

よる介入は、医療機関にかかっていない者にとって介入

の機会を得ることが難しい点を指摘したうえで、医療機

関にかかっていない一般の高齢女性 61 人を対象に、知

識の向上と早期受診を促す介入方法の検証を行った更

に発展した研究である。介入方法は HIV など他領域で

研究された健康行動変容の介入技法を取り入れ、PEP
（Promoting early presentation）介入と名付けられた。そ

の内容は、乳房の異常に気づいたらすぐに医療機関への

受診を促すことをメッセージとして掲げたステッカーの

提供、HIV などの他領域で検証されている健康行動変容

の技法を用いた冊子の提供、対象者の名前入りの乳がん

検診の受診勧奨を実施した。結果、乳がんの知識や症状

評価に対する自信が向上し、受診の阻害要因であった医

療機関に対する心理的距離が縮まった。以上のことから、

PEP 介入が有効な方法であることが検証された。

Ⅴ．考察
1．研究の動向
　がん患者の受診遅延を予防する介入方法に関する文献

は 6 件のみであった。また、全て 2008 年以降に出版さ

れたものであり、受診遅延を予防する介入方法に関する

研究は、ここ数年で着手されていた。さらに、対象のが

ん種は、乳がんに関する論文が 4件で、その他のがん種

に関しては皆無であった。乳がんは症状の自覚により

がんを発見しやすいが（川上 , 2009）、卵巣がんは症状

が曖昧であることが受診遅延の要因の 1 つとされてい

る（Evans et al., 2007）。また、肺がん患者ではスティグ

マや喫煙に対する自責の念が受診遅延の関連要因であり
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（Carter-Harris et al., 2014）、がん種によっても受診遅延の

関連要因は異なる。よって、より効果的な介入方法を構

築するためにも、今後は乳がん以外のがん種についても

検討する必要がある。

　国別では英国を中心に研究がなされており、その他の

国での研究蓄積は十分でなかった。介入方法に関する研

究は英国、インドネシアともにそれぞれの国の受診遅延

の背景要因を踏まえて研究が構築されていた。国の文化

や保健医療システムの違いは受診行動に影響すること

がこれまでの研究で明らかになっており（Facione et al., 
2000; 大城ら , 2015）、英国では高齢女性の知識の向上、

インドネシアでは知識の向上とアジア諸国で特徴的な要

因であるソーシャルサポートに焦点を当てていた。以上

を踏まえて、本邦で活用可能な介入方法を構築するには、

本邦の受診遅延の特徴や背景要因を反映する必要がある

と考える。

2．研究内容
　実際に RCT を実施した 3 つの研究（Linsell et al., 
2009; Kyle et al., 2013; Forster et al., 2014）の枠組みは、

異常に気づいてから医療機関を受診するまでの遅延のプ

ロセスに焦点を当てた① Andersen モデル、② Andersen
モデルに実行意思を視座に加えて発展させた Model for 
understanding delayed presentation、③ヘルスプロモーショ

ンや行動変容を促す枠組みが用いられており、いずれも

保健行動に関する枠組みが用いられていた。

　研究は、すべて介入手法の評価を行うことを目的とし

ており、対象は健康な女性や乳がん検診を受診した女性、

学生と多様であった。介入は知識の向上や受診への意思

を高めることを目的として、冊子の提供、専門家による

介入、個々に見合った介入といった行動変容の技法が複

数取り入れられていた。介入の回数は 1回～ 3回でその

効果がどれくらい持続するのかについて評価がなされて

いた。結果、すべての研究で知識が向上し、ある一定の

期間、介入効果が持続することが明らかになった。これ

らの RCT は標本数も 61 ～ 867 と十分な規模を有してお

り、妥当性は確保されていると考える。したがって、行

動変容の技法は、受診を促す知識向上に際して有効であ

ると考える。

3．本研究の意義と限界
　本邦で、まだ検討されていない受診遅延を予防する介

入方法について検討し、示唆を得た点は本研究の意義で

あると考える。具体的には、介入方法として冊子の提供、

専門家による介入、個々に見合った介入といった行動変

容を促す技法を複数活用することが有効であることが示

唆された。介入の内容については先行研究で英国の受診

遅延の特徴である知識不足に介入する内容で構成されて

いたため、今後は本邦の実情に適するように介入の内容

を吟味していく必要があると考える。これまでに本邦で

実施された研究からは、受診遅延の要因として、誰にも

相談できない状況の存在も明らかになっていることから

（Oshiro et al., 2017）、周りの者も含めた介入を行うこと

は意義があるかもしれない。

　本研究の限界として、第 1に、対象となった論文数が

少なく、得られた知見について十分なエビデンスとは言

い切れない点が挙げられる。受診遅延を予防するための

介入方法については、検討され始めた段階であるため、

今回、総説や介入プロトコールを検討した論文も含めた

点は本研究の限界であると考える。　　

　第 2 に、今回、検討した論文で実施された RCT は健

康な女性や学生を対象に介入方法の検証を行っており、

実際に遅延した患者を対象とするには至っていない。

よって、実際に受診遅延の予防に有効であるか否かにつ

いては実践的な検証がなされておらず、今後、研究をデ

ザインするにあたっては十分に留意しなければならない

と考える。

　第 3に、今回検討した文献のほとんどが英国で実施さ

れた研究であったことである。受診遅延の問題は国の文

化や保健医療システムを考慮することが重要である。今

後は、さまざまな国や地域において受診遅延を予防する

介入方法に関する研究を行い、より強固なエビデンスの

構築を目指すことが求められる。

Ⅵ．結論
　6 件の文献を整理した結果、以下のことが明らかに

なった。

1．がん患者の受診遅延を予防する介入方法に関する研

究は、ここ数年で着手され始めた段階にある。

2．研究枠組みは全て保健行動に関する枠組みが用いら

れている。

3．本邦におけるがん患者の受診遅延を予防する介入の

内容は、がん種や本邦の受診遅延の背景要因を踏ま

え構築する必要がある。

4．がん患者の受診遅延を予防する介入方法として、行

動変容を促す技法を複数活用することは有効である

可能性が高い。
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Ⅰ . はじめに
　超高齢社会を迎え、住み慣れた地域で、自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域包

括ケアシステムの構築がめざされており、介護予防は、

その構成要素のひとつとして位置づけられている（地域

包括ケア研究会 , 2013）。介護予防の取り組みは、標準

化されたトップダウン型の行政ベクトルから、住民の主

体性が尊重されたボトムアップ型の地域づくりベクトル

への発想の転換が求められた（厚生労働省 , 2017）。し

たがって、これからの介護予防は、「専門職の必要とす

るケア」のみでなく、「当事者の希望するケア」をも実

現することがめざされている。

　介護予防は、2000 年の介護予防・生活支援事業で、

行政用語として用いられた（介護保険制度史研究会 , 
2016）。要援護高齢者及びひとり暮らし高齢者を対象

に、要介護状態に陥らないための施策であり（厚生省 , 
2000）、要介護状態の改善・重度化の予防（三次予防）

として始まった。しかし、介護予防の意味を巡り、松田

（2000）は、「介護の社会的支援を阻害するイメージがあ

る」とし、曖昧な用語と指摘してきた。介護保険制度施

行から 6 年を経た 2006 年、軽度の要介護認定者の増加

の課題が浮き彫りになり、生活機能の低下が軽度である

時期から早期発見・早期対応（二次予防）を行う介護予

防が施行された。さらに、2012 年、介護予防・日常生

活支援総合事業（厚生労働省）が導入され、三次予防か

ら、二次予防、一次予防まで、切れ目なく総合的に展開

することが求められている。特に、生活機能の維持・向

上（一次予防）が期待されている。このように、介護予

防の意味は、三次予防に始まり、二次予防・一次予防へ

と広がってきた。

　そのようななかで、厚生労働省老健局長の私的研究会

として設置された高齢者介護研究会（2003）は、介護予

防を進める視点を示した。研究会は、「社会参加、社会

貢献、就労、生きがいづくり、健康づくりなどの活動は、

介護予防につながるものである。介護予防の推進という

観点からは、介護予防を広い概念として捉え、こうした

様々な活動を社会全体の取組として進めていくことが必

要である」としている。つまり、介護予防は、一次予防

から三次予防までの包括的な概念に、介護予防につなが

る社会参加、社会貢献、就労、生きがいづくり、健康づ

くりの活動（介護予防活動）を含めている。しかし、介

護予防活動の参加状況は、高齢化の進展とは裏腹に目標

値を大きく下回っている（厚生労働省 , 2015）。その要

因は明らかにされていないが、専門職者のエビデンスに

基づく知識や技術重視の介護予防教室の開催など「専門

職の必要とするケア」と「当事者の希望するケア」のミ

スマッチも考えられる。

　ところで、地域包括ケアシステムの推進を目的とした

機関として地域包括支援センターが設置され、介護予防

の機能を担う専門職として、看護職者である保健師の配

置がなされた。保健師は、介護予防のための効果的な対

象者把握とその基盤となる住民とともに推進する地域づ

くり（岡本 , 2006）の役割が期待されている。看護職者

のほとんどは、患者と呼ばれる病者を対象に施設（医療

機関）で「診療の補助」と「療養上の世話」を役割とし

ている。増大する要介護高齢者を施設医療だけでなく、

地域の人々を介護予防で支える役割拡大をめざし、看護

職者による介護予防の研究の現状を概観する必要がある

と考えた。

　そこで、本稿では、ボトムアップ型の当事者の希望す

るケアの実践に向けた介護予防活動の研究課題を探るた

めに、国内文献で看護職者による介護予防について整理

することを目的とする。

（文献検討）

看護職者による介護予防に関する国内文献の検討

Reviewing body of literature in Japan:
Care prevention by nursing profession

山口初代　大湾明美　田場由紀　砂川ゆかり　赤星成子

キーワード：看護職者　介護予防　高齢者
Key words : nursing profession　care prevention  the elderly

沖縄県立看護大学
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Ⅱ . 研究方法
1. 分析対象文献の選定
　文献の抽出は、医学看護学文献情報データベースであ

る医学中央雑誌 web 版 ver.5 を用いた。介護予防という

用語が用いられた 2000 年から 2017 年 9 月までを検索の

範囲とした。キーワードを「介護予防」とし、検索後 8,578
件で、タイトルに「介護予防」の文字が記載されており、

「原著論文」と「抄録あり」の文献に絞り 483 件を分析

対象文献に選定した。

2. データの収集と分析
　介護予防に関する文献数の推移を把握するために、全

文献 483 件を対象に介護保険法の見直しが行われている

6年毎に、2000 ～ 2005 年（第 1期）、2006 ～ 2011 年（第

2 期）、2012 ～ 2017 年（第 3 期）に区分し、整理した。

全文献から看護文献 85 件を抽出し、抄録に「介護予防」

の文字がない 2 件を除外し 83 件についても同様の時期

区分で整理した。

　次に、看護文献 83 件を精読し、研究目的を取りだし

た。「看護職者による介護予防についての研究はどこに

焦点をあてているのだろうか」という観点で研究目的の

記述を読み取り、コード化した。横田（1990）は、看護

現象の構造について、対象、看護職者、対象と看護職者

との関係の過程とし、看護研究もこれらの構造からなる

と述べている。看護職者の介護予防の研究は、看護研究

の構造に照らして、どのような意味をもつかという観点

で分析し、内容の類似するコードを集めサブカテゴリー

化、カテゴリー化した。さらに、抽出されたカテゴリー

のうち、介護予防活動の内容の記載のある 32 文献（表 1）

を精読し、介護予防活動およびそれに関連すると思われ

る記述を取り出した。「看護職者による介護予防活動は

どのような内容があるのだろうか」という観点でコード

化した。そして、前述の介護予防につながる介護予防活

動（「社会参加」、「社会貢献」、「就労」、「生きがいづくり」、

「健康づくり」）に照らしてカテゴリー化した。なお、デー

タ分析にあたっては、研究メンバー間で討議し、合意が

得られるまで繰り返し検討した。文中では、「　」は記

述内容、〈　〉はコード、《　》はサブカテゴリー、【　】

はカテゴリーで表示した。

Ⅲ . 結果
1. 介護予防に関する文献数の推移
　介護予防に関する文献数の推移を図 1 に示した。文

献数は、72 件、250 件、161 件と山型に推移していた。

介護保険制度施行（2000 年）から 5 年後の見直しの後、

介護予防事業が施行された第 2期の文献数は、第 1期の

約 3.5 倍、第 3期の約 1.6 倍であった。

　看護職者による介護予防に関する文献数の推移も、20

件、39 件、24 件と同様の傾向で、必ずしも増加傾向に

はなかった。

2. 研究目的からみた介護予防の研究
　研究目的からみた看護職者の介護予防の研究は、【介

護予防の対象理解に関する研究】、【介護予防の支援に関

する研究】、【介護予防活動に関する研究】の 3のカテゴ

リーと 15 のサブカテゴリーがあがった（表 2）。

　【介護予防の対象理解に関する研究】には、《住民の健

康づくりへの認識》、《当事者の活動へのニーズ》、《高齢

者の心身機能と生活状況》の 3サブカテゴリーがあった。

《住民の健康づくりへの認識》は、〈向老年期世代の身体・

心理・社会的状況をふまえた老いの認識〉などであっ

た。《当事者の活動へのニーズ》は、〈住民と関係専門職

との協働による介護予防活動に対する住民ニーズ〉など

であった。《高齢者の心身機能と生活状況》は、〈転倒の

住環境リスク要因の検討〉などであった。介護予防の対

象理解に関する研究は、介護予防の対象の健康づくりへ

の認識や活動へのニーズ、心身機能などの理解を研究目

的としていた。

　【介護予防の支援に関する研究】には、《看護職者がと

らえた健康課題》、《看護職者の介護予防スクリーニング

方法》、《支援方法の検討》、《看護職者の意図と支援内

容》、《支援の効果》、《支援の課題》、《支援者の教育プロ

グラム》、《看護職者の基盤（施策、組織、拠点、マニュ

アル）づくり》の 8 サブカテゴリーがあった。《看護職

者がとらえた健康課題》は、〈地域高齢者の介護予防に

関する健康課題〉などであった。《看護職者の介護予防

スクリーニング方法》は、〈閉じこもり状態となること

を予防する必要がある者のスクリーニング〉などであっ

た。《支援方法の検討》は、「A 町の住宅団地と農村地域

に在住する一般高齢者の健康と外出及び社会活動状況を

把握し、地域特性に合わせた介護予防を検討する」とい

う〈地域特性を反映させたサービス提供方法〉などであっ

た。《看護職者の意図と支援内容》は、「地域包括支援セ

ンター保健師の地域活動を推進するため、地域活動の展

開方法に沿って、介護予防活動におけるセンター保健師

の地域活動の視点を明らかにする」という〈介護予防に

図 1　介護予防に関する文献数の推移
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おける保健師の地域活動の視点〉などであった。《支援

の効果》は、「高齢者自身が実施したフットケアによる

足部の形態・機能および立位・歩行能力の変化を検討し、

介護予防の視点からフットケアの有効性を検証する」と

いう〈介護予防の視点からフットケアの有効性の検証〉

などであった。《支援の課題》は、「介護予防のための運

動教室を経験した高齢者の身体的・心理効果を明らかに

するとともに、運動教室終了後も運動習慣形成に繋げる

ための課題について検討する資料を得る」という〈運動

教室終了後も運動習慣形成に繋げるための課題〉などで

あった。《支援者の教育プログラム》は、〈訪問看護師に

対する高齢者総合的機能評価を活用した介護予防教育プ

ログラム〉などであった。《看護職者の基盤（施策、組織、

拠点、マニュアル）づくり》は、〈当事者が希望する生

活の実現のための関係職種の体制づくり〉などであった。

介護予防の支援に関する研究は、看護職者である支援者

に焦点を当て、健康課題の把握や支援方法やその工夫、

支援内容、効果や課題を研究目的にしていた。

　【介護予防活動に関する研究】には、《住民が参加して

いる活動》、《住民が活動に参加する意味や思い》、《住民

が活動に参加する効果》、《住民の活動継続の要因》の 4

サブカテゴリーがあった。《住民が参加している活動》

は、「地域住民が主体となる介護予防活動に、後期高齢

者が自発的に参加した経緯を明らかにする」という〈後

期高齢者が自発的に参加している介護予防活動〉などで

あった。《住民が活動に参加する意味や思い》は、〈男性

高齢者がとらえる通所型介護予防事業への参加の意味〉

などであった。《住民が活動に参加する効果》は、「介護

予防活動の一環として始めたぬいぐるみづくりアクティ

ビティの介護予防効果について、精神状態、日常生活動

作能力、要介護度の変化、コミュニケーションの変化か

ら明らかにする」という〈ぬいぐるみづくりアクティビ

ティによる効果〉などであった。《住民の活動継続の要因》

は、〈高齢者の介護予防事業への継続参加の背景と要因〉

などを研究目的としていた。

　このように、介護予防活動に関する研究は、支援の対

象である住民に焦点を当て、住民の参加している活動、

活動の意味や思い、効果、継続の要因を研究目的にして

いた。

3. 介護予防活動の内容からみた研究
　介護予防活動の内容からみた研究は、【健康づくりに

関する研究】、【生きがいづくりに関する研究】の 2のカ

テゴリーと 5のサブカテゴリーがあがった（表 3）。

　【健康づくりに関する研究】には、《健康知識の学習》、

《身体の機能訓練とメンテナンス》の 2カテゴリーがあっ

た。《健康知識の学習》は、「参加者一人ひとりが、自分

の価値観・生活様式に応じたいきいきとした生活の方法

が見つけるようになるための笑いと健康をテーマにした

講演」という〈健康講演〉、〈認知症の知識の普及と啓発〉

などであった。《身体の機能訓練とメンテナンス》は、「柔

軟体操、筋力訓練の運動実施」という〈転倒予防運動〉

などの介護予防活動の内容であった。

　【生きがいづくりに関する研究】には、《レクリエーショ

ン》、《外出》、《交流》の 3 カテゴリーがあった。《レク

リエーション》は「ケアハウス入居者における七夕会」

という〈季節行事〉などであった。《外出》は「介護予

防拠点施設における屋外活動で買い物に行く」という〈買

い物等の外出〉であった。《交流》は、「高齢者サロンに

おけるおしゃべり」という〈談話〉などの介護予防活動

の内容であった。
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　このように、介護予防活動は、「生きがいづくり」、「健

康づくり」に偏り、「社会参加」、「社会貢献」、「就労」

に関する研究は、今回の文献検討ではみつけられなかっ

た。

Ⅳ . 考察
1. 看護職者による介護予防の研究の方向性
　看護職による介護予防は、【介護予防の対象理解に関

する研究】、【介護予防の支援に関する研究】、【介護予防

活動に関する研究】の 3つのカテゴリーがあがった。

　【介護予防の対象理解に関する研究】は、介護予防の

対象の健康づくりへの認識や活動へのニーズ把握、心身

機能などの把握を研究目的としていた。呉地ら（2008）

は、専門職者のニーズと当事者のニーズは必ずしも一致

しないことを明らかにしている。本研究では、当然のこ

とながら介護予防においても対象理解を入り口にし、「当

事者の希望するケア」の実現をめざしている研究が取り

組まれていたと考えられる。

　【介護予防の支援に関する研究】は、看護職者である

支援者に焦点を当て、健康課題の把握や支援方法やその

工夫、支援内容、効果や課題を研究目的にしていた。芳

賀（2016）は、地域特性に合わせた介護予防活動の進展

のためには、介護予防活動の効果評価に加えプロセス評

価の重要性を述べ、住民とともに課題解決を目指すアク

ションリサーチを提案している。本研究における介護予

防の支援に関する研究では、地域特性に配慮し、住民と

ともに実践する研究よりむしろ、専門職による問題解決

や介護予防の効果・評価を重視している研究がみられた。

　【介護予防活動に関する研究】は、支援の対象である

住民に焦点を当て、住民が参加している活動、活動の意

味や思い、効果、継続の要因を研究目的にしていた。地

域づくりや介護予防において、住民参加の重要性にふれ

ているが、住民参加の位置づけや、参加の範囲、住民の

役割等の具体的展開は曖昧である。大湾ら（2006）は、

地域の課題、アセスメント、計画、実施、評価の全ての

プロセスに住民が主体的に関わり、住民のニーズが尊重

され、展開される住民参加のプロセスの実証的研究を報

告している。また、地域事情の異なる 2つの小離島をモ

デル島においても、住民組織づくり、地域の強み及び課

題の把握を住民と専門職と協働で行うことで、住民によ

る島に馴染む取り組みが行われていた（大湾ら ,2017；
田場ら ,2017）。介護予防活動に関する文献検討では、専

門職が企画した活動に住民が参加するという住民参加で

あった。介護予防活動の活性化のためには、専門職が企

画した活動だけでなく、活動の必要性、目的、方法など

の企画の段階に住民が主体的に参加出来る研究を推進す

る必要があると考える。

2．当事者の希望するケアの実現に向けた介護予防活動
の研究課題

　看護職者が行う介護予防活動は、【健康づくりに関す

る研究】と【生きがいづくりに関する研究】が導かれ、

介護予防活動の社会参加、社会貢献、就労についての研

究は今回の文献検討ではみつけられなかった。

　2000 年の介護予防・生活支援事業では、配食や外出

支援や生きがい活動支援通所事業などが示され、2006

年の地域支援事業（厚生労働省）では、運動機能や栄養

状態といった個々の要素の改善プログラムが示されてき

た。したがって、本研究において【健康づくりに関する

研究】と【生きがいづくりに関する研究】が導かれたと

考える。

　上野 （2011）は、当事者を「問題を抱えた個人」では

なく、「ニーズの主人公」と定義した。石垣（2012）は、

現役の専門職の多くは老年期を生きた経験をもたず、実

体験がないため、老いに対する理解が乏しく、老年看護

学に当事者学の考え方を取入れる必要性を述べた。大越

（2005）は、介護予防に関する当事者のニーズは、社会

参加、社会貢献、就労、生きがいづくり、健康づくりな

ど幅広いことを報告している。つまり、当事者がニーズ

の主人公になるためには、専門職が必要とする健康づく

りや生きがいづくりだけでなく、当事者の希望するニー

ズを介護予防活動に組み入れる必要があると考える。

　大湾ら（2003）は、離島における施設入所高齢者の生

きがいづくりについてのアクションリサーチにより、本

人の生きがいづくりだけでなく、家族関係の深まりや施

設サービスにも影響するという波及効果を報告してい

る。また、長嶺（2011）は、要介護高齢者の人と人との

つながりを目的とした主観的な外出ニーズという社会参

加に焦点をあて、それを充足することでリハビリ意欲が

高まり生活機能の保持につながることを報告している。

そして、伊牟田ら（2015）は、要介護高齢者であっても

社会貢献できる存在であり、要介護高齢者だからこそで

きる社会貢献があることを導いている。さらに、山口ら

（2014）・坂東ら（2013）は、小離島において、修学旅行

生を高齢者の自宅で預かり宿泊させる「民泊事業」に着

目し、高齢者は男女ともに、現役時代に培ってきた能力・

経験を活かし、働きたいときに無理なく楽しく働く生き

がい就労をし、地域の活性化に役割を果たしていること

を報告した。人生100年時代に働き方の戦略も求められ、

高齢者の就労が介護予防につながることを推進している

（秋山・前田 ,2013）。このように、高齢者の生きがいづ

くり、社会参加、社会貢献、就労を手段として、高齢者

の身体的、精神的、社会的な健康づくりの目的につながっ

ていた。

　看護は、人々の健康な生活の実現に貢献することを使

命としており（日本看護協会 , 2003）、看護職者の介護

予防活動においても健康づくりを目的としている。国際

生活機能分類（ICF）では、心身機能・構造、活動、参

加の生活機能は相互に影響しあい、（上田 , 2005）、特に、

活動と参加を重視した（大川 , 2004）。
　したがって、看護職者の介護予防活動の研究課題は、
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生きがいづくり、社会参加、社会貢献、就労を視野に入

れ活動の手段として位置づけることで、健康づくりの目

的を達成していく方向性もあると考える（図 2）。

図 2　看護職者による介予防活動の方向性

3. 本研究の意義と限界
　本研究の意義は、看護職者の介護予防活動の文献検討

において社会参加、社会貢献、就労についての研究が無

いことを整理したことである。しかし、分析対象文献を、

「介護予防」をキーワードにした国内の看護文献として

おり、今後は、社会参加、社会貢献、就労からみた介護

予防の文献検討が必要である。

Ⅴ . まとめ
　看護職者による介護予防に関する国内文献は、【介護

予防の対象理解に関する研究】、【介護予防の支援に関す

る研究】、【介護予防活動に関する研究】があり、対象理

解を入口とし、当事者の希望するケアの実現に向けた研

究に取り組まれていたが、専門職が企画した活動に住民

が参加する介護予防活動であった。そして、看護職者の

介護予防活動の研究課題は、当事者の希望するニーズを

介護予防活動に組み入れ、健康づくりの目的の手段とし

て生きがいづくり、社会参加、社会貢献、就労を位置づ

けることである。
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Ⅰ．はじめに
　わが国では、社会環境や生活習慣の変化、高齢化の進

行に伴い、生活習慣病が増加し、健康施策の中心的な

対象疾患となっている（厚生労働省 , 2017a）。その中で

も糖尿病の合併症である糖尿病性腎症は、新規の人工

透析導入患者の総数に占める割合が 43.7% と最も多く

なっている（日本透析医学会 , 2015 年）。2012 年から新

たに、糖尿病透析予防指導管理料が診療報酬に設置され

るなど重要な課題としてその対策が急がれており，糖尿

病性腎症重症化予防の取り組みを国レベルでも支援する

観点から、糖尿病性腎症重症化予防プログラムが策定

された（厚生労働省 , 2016）。糖尿病性腎症の第 5 期で

ある透析療法期（糖尿病性腎症合同委員会 , 2013 年 12

月）においては、行動の制限や時間的拘束からくる身体

的、精神的苦痛、QOL の低下による介護の必要性など

から、患者とその家族の負担は計り知れない（厚生労働

省 , 2017b）。
　糖尿病には根治的な治療方法がないものの、血糖コン

トロールを適切に行うことにより、合併症の発症を予防

することが可能である（厚生労働省 , 2016）。その治療

においては初期の段階から生活の自己管理が求められ

る。しかし、患者が生涯にわたり自己管理を継続してい

くのは、容易ではなく支援体制が必要とされる。

　糖尿病の療養生活において、自己管理を阻害する要因

として、支援環境が広がらないことが挙げられており、

糖尿病患者の治療に対するストレスや不安の軽減につな

がる有益な内容をもつソーシャルサポートネットワー

クの形成が必要とされている（村上ら , 2009、筒井ら , 
2006）。患者にとって最も身近な支援環境は、生活を共

にする家族である。鈴木（2013）は、家族との関係性が

良好であることや自己効力感が高いほど家族支援を受け

ていると述べており、療養生活には家族が影響している

ことが明らかになっている。

　糖尿病患者が、適切な血糖コントロールができずに糖

尿病性腎症、ひいては透析導入に至る背景には、支援環

境が広がらない家族関係にも原因があると考えられる。

　家族へ視点を移すと、ほとんどの家族は、糖尿病を大

変な病気であると認識しており、患者が糖尿病をもって

いることに、迷惑と感じている家族ほど食事の配慮など

の支援行動をとっていた（池田 , 1998）。また、加藤（2016）

は、2 型糖尿病患者とスティグマに関する文献レビュー

において、家族を重んじる文化においては、2 型糖尿病

に対するスティグマは患者本人だけにとどまらず、家族

全員を傷つけることになると考えられていると述べてい

る。すなわち、糖尿病をもつということは、患者だけで

なく家族におよぼす影響も大きいと言える。　　

　糖尿病による合併症をもつ患者の家族は、患者が糖尿

病になったことにより、身体的、精神的、社会的な負担

を負い、家族本来の機能が発揮されなかったのではない

かと推察する。そのため、家族による支援が十分ではな

いと考えられた。

　糖尿病性腎症をもつ患者が、家族から受ける影響や家

族が患者から受ける影響について検討することは、今後、

家族を含めた糖尿病をもつ患者、糖尿病性腎症をもつ患

者の看護を行っていく上で意義があると考える。

　そこで、本論文では、糖尿病性腎症をもつ患者と家族

に関する看護研究を概観し、その動向と研究の特徴を整

理し、家族の特徴について明らかにすることを目的とす

る。

Ⅱ．研究方法
1．文献検索および選定方法（図 1）
　医学中央雑誌 Web 版と Google Scholar を用いて過去

20 年間（1998 ～ 2017 年 9 月）に発表された文献を検索

した。医学中央雑誌 Web 版では、「糖尿病性腎症」とそ

の他のキーワードを掛け合わせて検索した。キーワー

ド「糖尿病性腎症」277 件と「家族」、「家族シソーラス」

でそれぞれ 65 件ずつ抽出された。この 65 件は一致して

おり、以降「家族」と統一して記述する。「妻」「配偶者」

（文献検討）

糖尿病性腎症をもつ患者と家族に関する文献検討
－国内文献より－

名嘉みゆき 1）　山本敬子 2）

キーワード：糖尿病性腎症　家族　自己管理　
Key words: diabetic nephropathy　family　self-management

1）沖縄県立看護大学大学院博士前期課程

2）沖縄県立看護大学



糖尿病性腎症をもつ患者と家族に関する文献検討−国内文献より−

― 40 ―

との検索結果の 11 件は全て除外条件（図 1- ②）に従っ

て除外した。「糖尿病性腎症」と「家族」の検索結果 65

件と、「ソーシャルサポート」との検索結果 13 件の文献

のタイトルと抄録を読込み、条件に従って除外した結

果、前者で 6 件、後者で 4 件残った。Google Scholar で
は、「糖尿病性腎症」「看護」と「家族」、「妻　夫婦　配

偶者」、「ソーシャルサポート」をそれぞれ組み合わせて

検索した結果、354 件抽出された。条件（図 1- ②）に従っ

て除外し、13 件残った。前者の 10 件と合わせ 23 件の

文献を取り寄せて読込んだ。さらに条件（図1- ③）に従っ

て除外した結果、前者で 7件、後者で 2件が残った。

2．分析方法
　選定した 9件の文献を概観し、研究数の年次推移、タ

イトルと研究参加者、研究内容について概要を把握した。

次に、研究内容の家族に関連する結果について記述して

いる部分全体を取り出し、一覧表にして読み込み、その

意味やキーワードなどから類似性にしたがい分類した。

　次に、研究内容の家族に関連する結果について記述し

ている部分全体を抽出し、一覧表にした。選定した文献

の質的研究の 7件で、記述のある研究参加者の語りの部

分に絞って意味の読み取れる単位で抽出した。量的研究

においては、家族に関連した結果の部分を抽出し、質的

研究の患者の語りの一覧表に加えた。これらの抽出した

結果を類似性、相似性を検討しながら分類してカテゴリ

化した。

Ⅲ．結果
1．文献の概要
　文献検索を 1998 年から行った結果、2000 年以前はみ

られず、2001 年以降より抽出された。2007 年までは 3

件で、2008 年に 2 件、2012 年から 2015 年までに連年 1

件ずつみられた。

　タイトルに「家族」「ソーシャルサポート」の用語が

用いられた論文は木本ら（2012）、野崎ら（2002）の 2

件であった。

　研究参加者は、透析導入となるおそれのある保存期糖

尿病性腎症患者、透析導入期にある糖尿病性腎症患者、

腹膜透析から血液透析へ変更した糖尿病性腎症患者、透

析を導入している糖尿病性腎症患者であった。1 件にお

いては、腹膜透析から血液透析に変更した患者 4名のう

ち 1名のみが糖尿病性腎症患者であった。そのため、糖

尿病性腎症の患者と限定できる結果のみ抽出した。

　研究内容をみると、患者と家族の関連性に焦点を合わ

せた研究は 1 件（野崎ら，2002）のみであった。他の 8

件の文献は、患者の食事療法や受診態度、患者の意思決

定、患者の病の受け止め、患者の病みの軌跡、患者の家

78

354

図 1　文献検索手順
　　　　①各キーワードをすべての検索→さらに絞り込み検索（看護　原著論文　1998 ～ 2017 年）
　　　　②除外条件（事例研究 ･一人暮らし ･認知症・高齢者に焦点をあてた研究 ,看護師に関する研究 ,院内研究 ,重複文献）
　　　　③文献を取り寄せ読込み、家族に関連していない、対象が糖尿病性腎症患者ではない文献を除外
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族を思い描く現象に関する研究であった。その結果のな

かで、患者の語りに家族に関する内容がみられた。

2．家族に関連する結果
　9 件の文献の家族に関連する結果の内容を、類似性に

従い分類した結果、「患者の自己管理に影響している家

族」、「患者の自己効力感に影響している家族」、「患者の

意思決定や生きる意欲に影響している家族」に分けられ

た。以上をマトリックス表（表 1、表 2、表 3）に示す。

　家族に関する患者の語りについて 37 のコードが抽出

され、類似したコードを分類し 15 のサブカテゴリを抽

出した。さらに、【家族の協力】【家族の中で自分の存在

価値を確認する】【意思決定に関わる家族】【生きる意欲

に関わる家族】【家族への感謝】【家族への気遣い】の 6

つのカテゴリに分類された。以下、カテゴリは【】、サ

ブカテゴリは＜＞で示す。以上を表 4に示す。

1）患者の自己管理に影響している家族（表 1 参照）
　患者の自己管理に影響している家族が抽出された文献

は 4件あった。糖尿病食から腎臓病食への移行に戸惑い

や困難を感じながらも、病気を理解し、一緒に取り組ん

でくれる人、気にかけてくれる人の存在に支えられ食事

療法を継続している患者がいた。家族の中で自分一人だ

け食べられない葛藤から自己管理を否定する思いを語

り、食事支援には家族の協力が必要であることを語る患

者がいた。家族と同居している患者は、健康観スケール

で「重要な他者のコントロール下にある」の項目が髙値

であった。

2）患者の自己効力感に影響している家族
　患者の自己効力感とソーシャルサポートの関連につい

ての研究は、1 件であった。自己効力感とソーシャルサ

ポートが比較的強い正の相関関係にあり、その中でも行

動的サポート因子の相関係数がより高い値を示してい

た。ソーシャルサポートと一日体重増加量との間では正

の相関が認められた。

3）患者の意思決定や生きる意欲に影響している家族（表 3 参照）
　患者の意思決定や生きる意欲に影響している家族が抽

出された文献は 4件であった。患者は腹膜透析療法から

血液透析療法へ変更する際の意思決定の過程で、家族を

頼りにしていた。また、家族の支援に対し、一生懸命生

きなければという使命感を感じ、家族に自身の存在価値

を見出していた。

3．患者の家族に関する語り
1）【家族の協力】
　患者は、＜家族が食事療法について理解し、協力して

くれる＞＜家族へ疾患について話すことや透析を機に家

族の協力を得られるようになった＞と語っていた。また、

家族は、タンパク質やカリウムを多く含む食物などにつ

いて患者よりも情報を持ち、食事の際に患者へ注意する

などしていた。同居家族がある患者は、重要な他者の

コントロール下にあるという Powerful Health of Control 
Scale（PHLC）値が同居家族のない群よりも高くなって

いた。患者は、＜家族から注意を受けることにより、食

事のコントロールを行えていた＞。患者は、＜ソーシャ

ルサポートによる自己効力感の高まり＞を得ていた。

2）【家族の中で自分の存在価値を確認する】
　患者は家族の反応から、＜家族に必要とされている自

分＞を確認していた。一方で、＜家族から必要とされて

いない、迷惑と思われている自分＞と、存在価値のない

人間として自分自身を映している患者がいた。

3）【意思決定に関わる家族】
　患者は、治療を腹膜透析から血液透析へ変更するとき、

家族を＜意思決定をするときの相談役＞としていた。息

子や仕事のために血液透析を受け入れる患者、夫と過ご

す時間を持ちたくて腹膜透析を選択する患者、家族内で

の役割を考えて治療を考える患者など、家族は治療法を

選択するときの＜要因＞となっていた。

4）【生きる意欲に関わる家族】
　糖尿病性腎症の患者は、自分を見る母親に思いを馳せ、

しっかりしようと思い、母親を見送るという生きる支え

を見つけていた。子どもに頼られているという実感をも

つ患者は、子どものために生きようと思い、＜家族のた

めにしっかり生きる＞という生きる意欲につながってい

た。妻を一番の頼りにする患者や母親へ話をすることで

気を紛らわす患者にとって、＜家族が拠り所＞となって

いた。

5）【家族への感謝の気持ち】
　患者は夫の気遣いにほっとするなど、＜家族に気遣っ

てもらっているという気持ち＞を持ち、＜家族の協力に

助けられているという気持ち＞を持っていた。

6）【家族への気遣い・負い目】
　患者は、他の家族と同じものを食べれば、食事作りも

楽であろうという＜食事をつくる家族への遠慮＞から血

液透析療法を選択していた。

Ⅳ．考察
　対象期間において、キーワードで抽出された文献は 9

件で、2001 年以降よりみられた。しかし、糖尿病性腎

症をもつ患者とその家族に焦点を合わせた研究は 1件の

みであった。日本家族学会の設立が 1994 年、日本糖尿

病教育・看護学会の設立が 1996 年で、どちらも設立か

ら 20 年以上を経過している。新規に人工透析導入とな

る原疾患で最も多いのが糖尿病性腎症で、国をあげての

対策が急がれている社会的背景などを考えると、文献数

は少ないといえる。2 型糖尿病患者と家族に関する文献

は、医学中央雑誌 Web 版において、事例研究なども含

めて 60 件以上みられる。その研究参加者をおおまかに

みたところ、合併症をもつ患者を含めた研究もあり、特

定の合併症に至った患者やその家族のみを研究参加者と

した先行研究の少ないことがうかがえる。糖尿病性腎症

から人工透析導入となる患者が急速に増加していること

や糖尿病による合併症を有する患者が増加することが予
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測される背景などから、今後研究数が増えていくことが

考えられる。

　検討した研究の中で、患者の療養生活に協力的な家族

と患者の疾患に無関心、または糖尿病性腎症を患者の疾

患ととらえ、協力的でない家族の二つの特徴がみられた。

　協力的な家族は、主に患者の食事療法に関わり、自己

管理が継続できるように支えていた。このような家族を

もつ患者は、家族に感謝の気持ちを持っていた。正野ら

（2015）は、慢性疾患患者が治療に積極的に取り組めず

に悪化していく背景に、家族がシステムとして機能せず

に悪循環が生じていることを指摘している。しかし、今

回の文献検討で、糖尿病性腎症から透析の導入に至った

患者の家族のなかには、悪循環が生じていず、支援環境

として家族が機能しているケースもあることがわかっ

た。

　研究内容をみると、主に食事療法に関する自己管理の

継続の面で、患者は家族から支えられていた。そのほと

んどが食事療法への協力であった。患者の自己効力感は、

日常的に気分や服薬行動を気にかけた言葉をかける人や

食事をともにする人の存在によって高まるといえる。療

養生活において、食事療法は最も基本的でかつ困難であ

り、家族から協力が得られることは、正の影響となって

自己効力感が高まり、継続した自己管理につながると考

える。

　一方で、糖尿病であるがゆえに、家族と同じように食

べられないことによる葛藤を抱えている患者もいた。食

事療法負担度と背景の関係では、配偶者「あり」で負担

感が高いことが示されており、血糖コントロール不良な

患者の夫婦では、糖尿病とつきあうということを目障り

と意味づける形態がとられていた（生田ら , 2004、早川ら , 
2004）。協力的でない家族の中では、患者は孤立するこ

とが考えられる。また、家族に存在価値のない人間とし

て自分自身を映している患者は、自暴自棄になり、自己

管理も適切に行えていないことが推察される。これらの

結果は、「血糖コントロールが適切に行われずに糖尿病

性腎症に至った患者は、家族との関係性が良好でなく、

支援環境が広がっていないのではないか」という仮説に

当てはまる。その判断には、患者がどの時点で糖尿病と

診断され腎症に至ったかなど、糖尿病の経過やその他の

要因を加味する必要がある。しかし、患者の背景には、

家族の中に悪循環が生じている可能性が高いと考えられ

る。

　新規に透析導入となる基礎疾患で、最も多くなってい

るのが糖尿病性腎症である社会背景を鑑み、家族を含め

た看護を行っていくうえで、家族が患者に与える影響や

患者が家族に与える影響に焦点をあてた研究が重要と

なってくると考える。

V．結論
　1. キ－ワードで対象期間中に抽出された文献は、9 件

であった。その中で患者と家族の関連性に焦点を合わせ

た文献は 1件のみであった。

　2. 選定した文献から、家族に関連する結果を検討した

結果、患者の自己管理に影響する家族、患者の自己効力

感に影響する家族、患者の意思決定、生きる意欲に影響

する家族が抽出された。

　3. 抽出した家族に関する患者の語りは、37 のコード

と 14 のサブカテゴリ、6 のカテゴリ【家族の協力】【家

族への感謝】【家族への気遣いからくる負担】【家族の中

で存在価値を確認する】【意思決定に関わる家族】【生き

る意欲に関わる家族】に分類された。

　4. 文献検討の結果、糖尿病性腎症をもつ患者の患者側

からみた家族の特徴について概観することができた。家

族が患者に与える影響や患者が家族に与える影響に焦点

をあてた研究はなく、今後行っていく必要があるといえ

る。 
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Ⅰ．はじめに
　わが国は、超高齢社会を見据え地域包括ケアシステム

の構築を目指している。地域包括ケアシステムの構築

は、可能な限り住み慣れた地域で住み遂げられるように

医療、介護、介護予防、生活支援、住まいの 5つの構成

要素を示し、地域の実情に応じて、推進することである

（厚生労働省 , 2013）。
　治療の場では、第４次医療法の改正に伴い在院日数の

短縮化が図られた。医療機関では、早期退院に向け退院

支援を推進する部署が設けられ、治療の終了と共に医療

や介護度の高い高齢者は、退院先として、慢性期病院、

介護施設や自宅だけでなく、有料老人ホームやグループ

ホームなど多様な地域の生活の場など選択肢が広がっ

た。介護度が重度化し独居や自宅での生活が困難になっ

た高齢者は、介護サービスを受けるために住み慣れた生

活の場を離れ、自宅から遠く離れた施設や子ども達の住

む場所へとリロケーションを余儀なくされる。

　瀬崎（2014）は、住み慣れた場所は、私たちのルーツ

を構成し、生活の営みを支える力となり、人間にとって

のアイディンティの源であると述べている。また、旧来

から「老梅は移すべからず」との慣用句があるように、

高齢期を生きる人たちの生活は老梅のように根を下ろ

し、場になじみながらそれぞれの人生史を築いている。

そして、要介護状態になっても、人は住み慣れた地域で

可能な限り住み続けたいと願うものである。住み続ける

ことは、稲葉（2011）が述べるように、つながりの中で

生み出される価値としての社会関係資本（ソーシャル

キャピタル）の中で営まれる生活を可能にする。

　したがって、高齢者が社会的役割を持ち、生きがいを

持って社会参加できるような社会を目指すために、リロ

ケーションに関わる現状を把握し、高齢者ケアの方向性

について検討する必要があると考える。

　本研究では、国内の文献によって、高齢者のリロケー

ションの理由とリロケーションダメージに着目して、研

究の現状を整理し高齢者ケアの方向性について考察する

ことを目的とする。

　文献検討の視点は、①高齢者のリロケーションは、ど

のような理由があってなされるのか。②リロケーション

は、高齢者にどのようなダメージを与えるのだろうかで

ある。

用語の操作的定義

　1）リロケーション：住み慣れたこれまでの地域や生

活空間、人との関係性の中での生活を離れ、新たな場所

へと生活を移すことである。それは、生活空間の変化、

対人環境の変化、自己の生活の変化を伴うものである。

通常、「呼び寄せ」、「転居」、「移住」、「移転」、「リロケー

ション」の用語が使われている。

　2）リロケーションダメージ：それまで暮らしてきた

物的・人的環境から離れ、新たな環境での生活によって

引き起こされる身体的・精神的・社会的な痛手のことで

ある。

Ⅱ．研究方法
１．分析対象文献の選定
　研究対象となる国内論文の選定は、以下の手順で行っ

た。文献検索のキーワードは、「看護」と「リロケーショ

ン」、「呼び寄せ」、「転居高齢者」である。データベース

は、検索年の制限をせず、医学中央雑誌 Web 版（Ver5）
を用いた。「看護」と「リロケーション」で 42 件、「看護」

と「呼び寄せ」で 22 件、「看護」と「転居高齢者」で 3

（文献検討）

国内文献にみる高齢者のリロケーションに関する研究の現状と課題
－リロケーションの理由とリロケーションダメージに着目して－

The current situation and issues regarding relocation of the elderly people 
discussed in the academic paper in Japan: Focus on the reason of 

relocation and relocation damage

赤星成子　田場由紀　山口初代　砂川ゆかり

キーワード：リロケーション、高齢者、 高齢者ケア、場、施設
Key words : relocation, elderly person, elder care, familiar place, nursing home

沖縄県立看護大学
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件、計 67 件の文献が検索された。67 件の文献から、テー

マや内容が看護との関連や高齢者のリロケーションでな

いもの、本研究の目的に照らし内容が読み取れないもの、

研究方法、結果や考察の詳細が読み取れない会議録、重

複した文献を除き、計 17 件の文献を分析対象とした。

２．データの収集と分析　
　研究の概要を把握する為に、分析対象とした 17 の文

献を、ID 番号、著者、論文のタイトル、研究目的で整理し、

分析対象文献の一覧を作成、研究目的を本文から取り出

し整理した（表 1）。

　リロケーションの理由については、文献を精読しなが

ら高齢者が住み慣れた場所を離れなければならない理由

を本文から読み取り、コード化した。リロケーションダ

メージについては、生活の変化、困ったこと、身体的・

精神的・社会的ダメージという側面で本文の結果から表

現内容を読み取り整理した。量的研究でなされた文献か

らは、調査票の質問紙の項目に対する回答結果から読み

取りコード化した。例えば、転居の理由、転居時の状況

と転居後の要介護度悪化の有無、転居後の日常生活の変

化、介護度の悪化の有無等の調査項目への回答から読み

取りコード化した。それぞれコード化した内容は、質的・

帰納的に類似するコードを集めてカテゴリー化した。文

中では、コードを＜　＞、サブカテゴリーを≪　≫、カ

テゴリーを【　】で表示する。

Ⅲ．結果
１．研究目的から見た文献の概観
　研究目的は、25 のコードから 6 つのカテゴリーに整

理できた（表 2）。

　【リロケーション後の高齢者の心身機能低下】は、

＜転居した高齢者の要介護度の悪化＞、＜自宅退院にお

ける「予測外」のダメージ＞、＜移転により生じる高齢

者の適応課題＞、＜生活変化と介護度悪化の関連＞など

を目的としていた。【転居高齢者の適応に関連する要因】

は、＜リロケーションに対する適応の特徴＞、＜施設へ

のリロケーション時の適応に関連する要因＞、＜転居し

た高齢者の生活適応の経過＞、＜生活適応の経過と関連

要因＞を目的としていた。【呼び寄せ高齢者の自尊感情】

は、＜呼び寄せ高齢者と地域高齢者の自尊感情＞、【呼

び寄せ高齢者の介護】は、＜介護者の負担感に影響する

因子＞、＜呼び寄せ高齢者介護の特徴＞を目的としてい

た。【高齢者のリロケーションケアの方略】は、＜包括

的ケアシステムの開発にむけての支援ツール＞、＜高齢
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転居者への閉じこもり予防支援＞、＜要介護高齢者の

引っ越し前後の支援のあり方＞、＜要介護高齢者の引っ

越し前後のソーシャルサポートの特徴＞、＜リロケー

ションダメージへの対処＞などを目的としていた。【リ

ロケーション概念の有用性】は、＜リロケーション概念

分析＞、＜リロケーション概念の活用＞を検討し活用の

示唆を得るための研究であった。

２．高齢者のリロケーションの理由
　リロケーションの理由は、30 のコードから５つのカ

テゴリーに整理することができた（表 3）。

　【生活をする上での不安】は、＜病気で生活に対する

不安、どちらかというと仕方なかった＞、＜独居や老夫

婦での暮らしが不安だったため転居した＞などがあっ

た。【心身機能の低下】は、＜退院後介助が必要で仕方

なく入所した＞、＜歩行に介助が必要、生活の自立が

困難になったため施設へ入所した＞などがあった。【社

会的事情】は、＜子どもとの同居・近居のため転居し

た＞、＜立ち退きなどの住宅事情があったため転居し

た＞、＜退職で社会的役割を失ったため転居した＞など

であった。【自らの意思決定】は、＜転居することを自

分が望んだ＞、＜好きな場所に住もうと思ったため転居

した＞、＜通院や買い物の便利さを求めたため転居し

た＞、＜知っている場所だったため転居した＞などが

あった。【自宅退院への希望】は、＜本人と家族の強い

希望で自宅退院した＞、＜本人は退院への不安があるが

家族の希望により自宅退院した＞があった。

　リロケーションの意思決定は、転居先への求めがある
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積極的な意思決定、心身機能や生活への不安による消極

的な意思決定、家族や関係者の希望、やむなき事情によ

る決定があった。

3．リロケーションが高齢者にもたらすリロケーション
ダメージ

　分析の結果、リロケーションダメージは、58 のコード、

11 のサブカテゴリー、3のカテゴリーで構成された（表

4）。３つのカテゴリーは、【身体的側面のダメージ】、【精

神的側面のダメージ】、【社会的側面のダメージ】であっ

た。

　【身体的側面のダメージ】での≪環境の変化による身

体症状の悪化≫は、＜施設入所で身体機能が低下し歩行

状態は（独歩・杖歩行）から寝たきりが増えた＞、＜入

院することで身体能力とＡＤＬの低下が見られた＞、

＜痛み、不眠、食欲低下などの身体症状が現れ頻繁な通

院となる＞など施設入所や入院することでの心身機能の

低下があった。≪身体症状の悪化からくる生活への支

障≫は、＜呼吸苦、下肢筋力低下で外出が困難で生活し

ていく上での困難があった＞、＜心不全増悪で活動の制

限があった＞、＜活動制限からくる生活への支障をきた

した＞など、身体機能の低下が生活や活動へ影響を及ぼ

していた。

　【精神的側面のダメージ】での≪自尊感情の低下≫は、

＜転居先の環境は事前に知らされていなかった＞こと、

＜自尊感情の低下：「自分がてんでだめだ」、「自分が失

敗者だ」＞と生きていく上での自信がそがれ、ネガテー

ヴな気持ちを持つにいたっていた。≪不安定な感情≫は、

＜寂しい・気が滅入る＞、＜いらいらしやすい、苦しい・

辛いなどの感情＞を生じさせていた。≪精神活動の低下

≫は、＜精神的な不安からくる抑うつ状態＞、＜無気力・

無関心といった症状＞を引き起こしていた。

　【社会的側面のダメージ】での≪なじめない環境≫は、

＜環境になじめない＞、＜転居により慣れている状況か

ら慣れていない状況＞、＜住宅（建物の構造）が使い

にくい＞、など環境へなじめない気持ちを持っていた。

≪役割・活動の喪失≫は、＜以前行っていた家事を実施

していない＞、＜庭の手入れ・畑仕事をやめ実施してい

ない＞、＜地域活動を実施していない＞など今まで行っ

てきた仕事や活動を失っていた。≪活動範囲の縮小≫は、

＜周りの環境がわからずに家から外に出られなくなっ

た＞、＜親戚・友人との行き来が減った＞など活動範囲

が狭まっていた。≪他者への気づかい≫は、＜家族への

気兼ねがある＞、＜近所の人との付き合いに気を使う＞

など、周囲の人達へ気遣う生活を余儀なくさせられてい

た。≪独居生活での支障≫は、＜独居をサポートできる

身内や知人がいない生活への支障＞を体験していた。≪

経済的負担≫は、＜暮らしにお金がかかる＞ことに対す

る負担感を感じていた。

Ⅳ．考察
１．高齢者のリロケーションの理由とリロケーションダメージ
　リロケーションの理由は、【生活をする上での不安】、

【心身機能の低下】、【社会的事情】、【自ら意思決定】、【自

宅退院への希望】があった。高齢者の場合、【自ら意思

決定】、【自宅退院の希望】であっても、【生活をする上

での不安】、【心身機能の低下】、【社会的事情】が高齢者

のリロケーションの理由を左右しているように考えられ

た。

　老年期の発達課題は、これまでの人生の受容と統合、

それに対する絶望とのバランスを取りながら生きる（エ

リクソン著．朝永ら訳 ,1999）ことである。高齢者にとっ

てのリロケーションは、長年生きてきた生活の場の、そ

の連続性・個別性・地域性・全体性が断たれ、新しい場

所でそれをつなぎ直さなければならないことを意味す

る。それは人生の受容と統合に逆行しアイディンティの

混乱を招きかねず、発達課題を克服しづらいものにしか

ねないと考える。

　図１は、「リロケーションダメージ」のカテゴリーの

空間配置によって構造化を試みたものである。それは、

リロケーションによる環境の変化は【身体的側面のダ

メージ】、【社会的側面のダメージ】、【精神的側面のダメー

ジ】を招き、とそれぞれが相互に関連しながら影響しあっ

ていると考えられた。

　リロケーションによって高齢者は、《環境の変化によ

る身体症状の悪化》と《身体症状の悪化からくる生活の

支障》という【身体的側面のダメージ】と、《活動範囲

の縮小》、《独居生活での支障》、《経済的な負担》をもた

らし、《なじめない環境》で《他者への気遣い》をしな

がら《役割・活動の喪失》など【社会的側面のダメージ】

を体験していた。その結果として《不安定な感情》にな

り《自尊感情が低下》することで、《精神活動の低下》

をもたらし【精神的側面のダメージ】をきたすという悪

循環が考えられた。

　人が場と共にある生活の中で活動や役割を喪失するこ

とは、自尊感情やその人らしさを剥奪させるものである。

また人は家や地域という場の中で役割を担い所属感を持

つこと、地域社会という場の中に自分自身の居場所や存

在の意味を確認することで、自分自身のアイディンティ

が保て、安心して場に住み続けることができると言われ

ている（園田 ,2002）。そのことは、大谷（2013）が場所

と個人のアイディンティの観点から、「場所が自己アイ

ディンティの内容を形成し、自尊心・自己効力感を維持

する」と述べているように、住み慣れた場所や社会は、

過去から現在につながる時間の中で、無意識の中に人が

生きることを支え、その人の誇りや自信の源となること

が考えられた。

２. 地域に根差した高齢者ケアの方向性
　リロケーションの理由とリロケーションダメージの考
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察から、示唆された課題は、住み慣れた場を離れること

による高齢者の発達課題、アイデンティティの揺らぎで

あった。

　「人には重要な他者の死や別れを悼む喪が必要なよう

に、アイディンティを形成していた場所の喪失にも喪が

必要」であり、「失われた環境の代替はない」と大谷 (2013)
が述べるように、リロケーションは代替のきかないもの

を失わせる。最後まで住み慣れた場での生活を全うする

ために、場の持つ意味と住み慣れた地域が持つ力を捉え

直す必要がある。

　藤原（2013）は「人間という生命体は『場所』（空間）

の中で生まれ、生き、いろいろなものとの『関係』の中

で『関係』と共に育ち、『時間』を堆積して『人生』を

作り上げる。場所の上に関係を織り上げるのが生きるこ

とである。」としている。このような視点に立った時、

高齢者のリロケーションは、住み慣れた場所の中での関

係性を閉ざすことであり、堆積してきた時間やその上で

紡いできたその人の歴史の連続性を絶つことでもある。

しかし、要介護者であっても、生きがいや生きる力を取

り戻す為に、その人の歴史を作ってきた場や人、出来事

につなぎ合わせることは可能である。その実践事例とし

て、大湾ら（2003）は、施設入所者で要介護高齢者を対

象に、「生きているうちにふるさとの土を踏ませたい」と、

「ふるさと訪問」に取り組んだ。要介護高齢者のふるさ

と訪問は、高齢者本人の生きがいにつながるだけでなく、

瞬時ではあるが、家族、地域の人々との途切れた関係性

を取り戻す効果があったと報告している。要介護状態に

なっても、連続している自分の過去とつながりを取り戻

すことは、生きがい、生きる力の源を取り戻すことでも

ある。

　厚生労働省白書（2016）の高齢者の意識調査によると、

半数以上の高齢者が、住み慣れた自宅で人生の最期を迎

えたいと希望していた。このことは、人は元来ひとり暮

らしにであっても、要介護状態になっても、自宅で暮ら

し続けることを願うものであり、援助する者にとっては、

そのような高齢者の思いに寄り添うケアが求められてい

ることを意味する。また、稲葉（2011）やカワチら（2013）

は、当事者の持つ力、つながりの中での価値を新たな資

源、社会関係資本（ソーシャルキャピタル）としてその

活用を提言している。

　したがって、高齢者の医療や介護の重症度によるリロ

ケーションは避けられずとも、高齢者の生活の場を高齢

者が望む「自宅」を意識した高齢者ケアの方向性が求め

られていると考える。

Ⅴ．結論
１．文献にみる高齢者のリロケーションの目的は、【リ

ロケーション後の高齢者の心身機能の低下】、【転
居高齢者の適応に関連する要因】、【呼び寄せ高齢
者の自尊感情】、【呼び寄せ高齢者の介護】、【高齢
者のリロケーションケアの方略】、【リロケーショ
ン概念の活用】であった。

２．高齢者のリロケーションの理由は、【生活をする上
での不安】、【心身機能の低下】、【社会的事情】、【自
らの意思決定】、【自宅退院への希望】であった。

３．リロケーションダメージは、≪身体活動の低下≫、

図 1．高齢者のリロケーションダメージの構造
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≪身体症状の悪化からくる生活への支障≫の【身体
的側面でのダメージ】、≪自尊感情の低下≫、≪不
安定な感情≫、≪精神活動の低下≫の【精神的側
面でのダメージ】、≪なじまない環境≫、≪活動範
囲の縮小≫、≪他者への気づかい≫、≪役割の喪
失≫、≪独居生活での支障≫、≪経済的負担≫の【社
会的側面でのダメージ】があった。

４．リロケーションダメージは、３つの側面でのダメー
ジが関連しあい高齢者の発達課題やアイデンティ
ティの揺らぎをもたらすことが示唆された。超高齢
社会では要介護高齢者の増加は避けらず、介護を
めぐるリロケーションの減少は期待できない。し
たがって高齢者のリロケーションダメージにも着
目した高齢者ケアの方向性が求められている。
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Ⅰ．はじめに
　沖縄県は全国一高い出生率を維持しているが、低出生

体重児の出生率が依然として高い状況であり、母子保健

医療の重要な課題となっている（沖縄県保健医療部健康

長寿課 , 2016）。その課題を解決するためには、より専

門知識と技術を備えた助産師の養成が不可欠である。重

ねて、県の周産期医療を担う助産師の確保も長年の課題

であり（沖縄県福祉保健部健康増進課 , 2011）、それら

の解決を図るために本学の別科助産専攻は平成 20 年に

設立され、試算上 5年間の養成で県内の助産師不足が解

消される予定だった。しかし、厚生労働省（2011）が示

している「第七次看護職需給見通し」で県内の助産師は

まだ不足であること、そして将来を見据えた確保が必要

であるという結果が出ていることから、平成 25 年度以

降も当分の間、別科助産専攻を継続するということに

なった（前田 , 2011、野口 , 2011）。
　当科設立以降、毎年 20 名の助産師を養成し、修了生

のほとんどが助産師として就業しているが、その後の動

向については調査されていないため、修了生がそのまま

沖縄県内で助産師の資格を活かして仕事をしているのか

が不明である。そこで今回、別科助産専攻修了生（1 期

～ 7期生）の現在の就業状況を明らかにし、本学別科助

産専攻の改革の必要性と方向性を探るための資料作成を

目的とした。　　　　

Ⅱ．研究方法
1．研究協力者
　本学別科助産専攻修了生（1期～ 7期生）133 名のうち、

現住所が確認できた 123 名を対象とした。

2．データの収集
　1 期～ 7 期までの修了生の代表者へ電話などを通して

連絡を取り、研究協力依頼文をつけて研究の趣旨を伝え

た。その後、代表者からラインや SNS 等で同期へ連絡し、

研究協力の得られた同級生の現住所を確認してもらっ

た。現住所が確認できた修了生に対して、平成 28 年 2

月～ 3月に郵送による無記名の自記式質問紙調査を行っ

た。調査項目は、研究協力者の属性、別科助産専攻修了

時点の就業状況、現在（平成 28 年 2 月 1 日）の就業状況、

別科助産専攻での助産師教育を発展させるための意見で

あった。また、質問紙回答の際、研究者からの問い合わ

せを了承した修了生に対して、回答記載内容に関する聞

き取りを行った。

3．分析方法（データの分析）
　各調査で得られたデータについて、単純クロス集計を

行った。自由記述で得られたデータについては、意味内

容が類似しているものを集め、まとめた。

4．倫理的配慮
　研究協力者へアンケート調査票とともに研究協力依

頼文書を添付して郵送した。調査票は無記名とし、参

加は自由意志に基づくもので、拒否しても不利益を受

けないことを文書にて説明し、質問紙の回答および返信

をもって研究への同意とした。なお本研究は沖縄県立看

護大学倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号

15018）。

Ⅲ．結果
　本学別科助産専攻修了生（1 期～ 7 期生）で現住所が

確認できた 123 名にアンケート用紙を郵送し、100 名か

ら回収された（有効回答率 81.3％）。

1．回答者の属性（表 1）
　100 名の修了期別内訳は、1 期生 12 名（12％）、2 期

（資料）
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生 17 名（17％）、3期生 16 名（16％）、4期生 13 名（13％）、

5 期生 16 名（16％）、6 期生 14 名（14％）、7 期生 12 名

（12％）であった。助産師経験年数は4年未満58名（58％）、

4 年以上 6 年未満 31 名（31％）、6 年以上 8 年未満 7 名

（7％）、経験なし 4名（4％）であった。経験なしの理由

は「産休・育休の取得」、「子育てのために夜勤のない看

護師・保健師として勤務」であった。

2．別科助産専攻修了時点の就業状況
　別科助産専攻修了時点の就職場所は「県内」91 名

（91％）、「県外」9 名（9％）。就業場所は「病院」90 名

（90％）、「診療所」10 名（10％）。採用職種は「看護師」

28 名（28％）、「助産師」69 名（69％）、「看護師と助産師」

3名（3％）であった。採用職種と職務内容をみてみると、

助産師採用で助産師職務を行っているのは 61 名（61％）、

助産師採用で看護師と助産師職務を行っているのは 5名

（5％）、助産師採用で看護師職務を行っているのは 3 名

（3％）であった（表 2）。助産師採用で看護師職務を行っ

ている理由は「自身の希望で新人スーパーローテーショ

ン研修に参加し、10 か月間で内科・外科・脳神経外科

をまわり看護師業務をした。入職した翌年の 2月より産

婦人科病棟で助産師業務をした。」「NICU 配属にて、未

熟児の看護と母親への母乳育児支援を行った。」「NICU
配属」であった。携わっている助産業務内容（複数回答）

として「褥婦への直接的ケア」が 88 名（88％）と最も

多く、次いで、「褥婦の保健指導」86 名（86％）、「分娩

介助」81 名（81％）、「新生児の観察とケア」79 名（79％）、

「妊婦の保健指導」69 名（69％）であった。「その他」

の内容は「切迫早産の安全管理などの妊婦管理」「婦人

科のケア」「未熟児の看護とママへの母乳育児支援」「産
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科外来業務」「他科（内科・外科・乳腺外来・整形外科）

のケア」などであった（表 3）。

3．現在（平成 28 年 2 月 1 日）の就業状況
　現在「就業している」のは 89 名（89％）、「就業して

いない」のは 11 名（11％）であった。「就業している」

と回答した人の内訳は、「看護職（助産師・看護師・保

健師）として働いている」80 名（80％）、「看護職以外

として働いている」1名（1％）、「休職」8名（8％）であっ

た。休職の内訳は「産休」2名（2％）、「育休」6名（6％）

であった。

　休職者 8 名を除いた就業者 81 名の就業状況の結果を

以下に述べる。現在「県内」で働いているのは 71 名

（87.6％）、「県外」は 10 名（12.3％）であった。現在の

就業場所は「病院」61 名（75.3％）、「診療所」17 名（20.9％）、

「行政機関」1 名（1.2%）、「教育機関」1 名（1.2％）「そ

の他」1 名（1.2％）であり、その他は保育園であった。

採用職種は「看護師」19 名（23.4％）、「助産師」55 名

（67.9％）、「看護師と助産師」6 名（7.4％）、「保健師」

1 名（1.2％）であった。採用職種と職務内容をみてみ

ると、助産師採用で助産師業務を行っているのは 54 名

（66.6％）、助産師採用でその他の職務内容は 1名（1.2％）

で看護教員であった。助産師採用で看護師業務や看護師

と助産師業務を行っている人はいなかった（表 4）。看

護師採用で助産師業務を行っている 7 名（8.6％）の勤

務場所は産科関連部署（NICU）が 2 名（28.5％）、産科

関連部署以外（外科、循環器内科、小児科外来）が 3名

（42.8％）、保育園 1名（14.2％）、不明 1名（14.2％）であっ

た。携わっている助産業務内容（複数回答）として「褥

婦への直接的ケア」71 名（87.6％）と最も多く、次いで、「褥

婦の保健指導」70 名（86.4％）、「分娩介助」69 名（85.1％）、

「新生児の観察とケア」65 名（80.2％）、「妊婦の保健指

導」57 名（70.3％）であった（表 5）。「その他」の内容

は「GDM、HTLV-1 妊産褥婦への指導、カウンセリング」

「婦人科の手術前後の観察とケア」「NICU での勤務」「予

防接種の指導」「実習指導」などであった。

　現在助産師業務を行っていない理由（複数回答）で最

も多かったのは「結婚・出産」10 名（47.6％）、次に多

かったのは「雇用側の都合」4 名（19.0％）、「他の看護

の分野に興味が出てきた」「職場の人間関係のトラブル」
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と答えたのがそれぞれ 1名（4.7％）、その他 5名（23.8％）

であった。その他の理由は「夫の離島の転勤に伴い、障

害のある子どもの保育園探しが困難だったため、主婦業

に専念することにした」「家庭と仕事（助産師としての

勤務）の両立がうまくいかず、部署異動をし勤務内容を

パート看護師に変更した」「乳幼児を育てているので夜

勤がある病棟勤務は難しい」「夫の転勤による沖縄から

の転居のため。就職も考えていたが妊娠希望のためあき

らめた。職場復帰もしづらいと ･･･」であった。別科助

産専攻修了後、産休・育休を取得したかどうかの問いに

26 名（26％）が「取得したことがある」と答えている。

4．別科助産専攻修了時点と現在の就業場所の推移
　修了時点で県内就職した 91 名中、現在県外で就職し

ている人は 5名、修了時点で県外就職した 9名中、現在

県内で就職している人は 3 名であった。質問紙回答の

際、研究者からの問い合わせを了承した方への聞き取り

の結果、県内就職から県外就職した理由が「子どもの大

学進学のためにもっと収入が必要だったのが理由で、本

当はそのまま県内で働いていたかった。県内で働いてい

た時の 2倍の収入を得ているので、子どもが大学を卒業

するまでは県外で働き、その後は沖縄に戻る予定であ

る。」ということであった。また、県外から県内に戻っ

てきた方は「親の看病のために戻ってきた。別科を修了

した後は沖縄県のために県内就職しないといけないとい

うことはわかっていたが、助産師として様々な経験をし

たかったため県外での就職を選択した。沖縄県の人は県

外に行っても戻ってくるというのがあると思うので、い

つでもいいから帰ってきてという雰囲気があると良いと

思うし、働く人の希望に合ったいろんな勤務形態があれ

ば、助産師をやめないと思う。」ということであった。

5．別科助産専攻での助産師教育を発展させるための意見（表 6）
　「学習内容のこと」「学習方法のこと」「学習環境のこと」

「別科助産専攻修了後のあり方」「別科助産専攻の入学に

関すること」の5つの項目があがった。「学習内容のこと」

は“分娩等の知識・技術の向上に力を入れる”“母乳育

児支援に力を入れる”“NCPR の資格取得”などであっ

た。「学習方法のこと」は“自分たちで考え、行動する

授業が増えると良い”“個人学習よりもグループ学習を

多く取り入れる”などであった。「学習環境のこと」は

実習施設の確保のことや別科助産専攻の入学生の特徴を

ふまえた内容であった。「別科助産専攻修了後のあり方」

は別科修了生の交流や情報交換を行いたいという内容で

あった。「別科助産専攻の入学に関すること」は入学要

件に関する内容であった。
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Ⅳ．考察
1. 助産師数について
　1）別科助産専攻修了生の就業者数

　修了時と現在における県内就職率は約 90％である。

この結果は就業率としては一般的には高い値だと考えた

が、他府県、または全国との比較をしたうえで判断する

必要がある。厚生労働省（2011）が示している第七次看

護職需給見通しによると、本県の平成 27 年の助産師供

給数は 528 人（受給率 91.5％）であり、平成 23 年から

57 人増加している。第六次看護職需給見通し（厚生労

働省 ,2005）で本県の平成 22 年の助産師供給数 310 人、

受給率 73.5％だったことを見ても、本学別科助産専攻が

本県の助産師不足に貢献していると言える。

　今回のアンケートの結果、助産師採用後に産休・育休

を取得した人は 26％であり、現在助産師業務を行って

いない理由で最も多かったのは「結婚・出産」であった。

別科助産専攻入学生の平均年齢が 30 歳前後であること

を考えると、助産師として就業してから 10 年目頃まで

が厚生労働省（2017）が示しているわが国の女性の年齢

階級別就業率の M 字型カーブの底になる 30 ～ 39 歳に

さしかかると言える。その後の就業率が M 字型カーブ

と同様に上昇するかどうか今後も調査を継続する必要が

あるが、就職後に結婚・出産時期と重なり、助産師とし

ての業務に従事できない期間があることをふまえ、就業

助産師数を維持するためには今後も助産師を養成し続け

る必要がある。

　2）採用職種

　助産師採用で助産師職務を行っているのは修了時点で

61％であり、現在は 66％であった。厚生労働省（2011）

が示している第七次看護職需給見通しによると、本県の

平成 27 年の需給率は 91.5％であり全国 40 番目の充足率

である。助産師の確保を目的に別科助産専攻が設立され

た経緯を考えると、助産師免許を取得した修了生が助産

師採用で助産師職務を行える就業状況を整える必要があ

る。

　全国的に産科医師の減少に伴い、分娩受け入れ件数の

制限や産科病棟の混合化が進んでいることが問題になっ

ている（福井 , 2012）。日本看護協会（2014）によると、

2012 年の産科混合病棟は全体の 80.6％であり、産科と

婦人科の混合病棟が 19.3％、産科と婦人科以外の混合病

棟が 61.3％であった。また、産科単独病棟に勤務する看

護職員に占める助産師の割合の中央値は 93.3％だが、産

科と婦人科の混合病棟は 73.1％、婦人科以外の混合病棟

の場合は 51.9％であり、他科との混合病棟では助産師の

割合が少ないことが明らかになっている。他科との混合

病棟は助産師業務よりも看護師業務が主になっており、

そのために看護師採用が多くなっていることが推測され

る。本学別科助産専攻の修了生の 23 ～ 28％が看護師採

用であるのは、そのことも要因として考えられる。

2．助産師業務従事について
　今回の結果から、病院と診療所に勤務している修了生

の割合が 96.2％であった。別科助産専攻は設立して 8年

であることから、この数は妥当であると考える。修了時

点の就業場所は病院 90％、診療所 10％であったが、現

在の就業場所は病院 75.3％、診療所 20.9％、行政機関

1.2%、教育機関 1.2％と病院以外への活動の場が広がり

つつあるのが見て取れる。今後、経験年数を重ねていけ

ば活動の場の拡大が考えられる。

3．助産業務内容について
　入職時と現在行っている助産業務内容は、褥婦への直

接的ケアと保健指導、分娩介助、新生児の観察とケア、

妊婦の保健指導が上位であった。入職時と現在の助産業

務内容が同じということは、保健師助産師看護師法第 3

条で定められている助産師業務を入職時から現在まで変

わらず行っていると言える。今後、経験年数を重ねてい

くことによって病院以外への活動の場が広がれば、現在

下位にある DV 被害者への支援や不妊症カップルへの支

援、新生児家庭訪問などの助産師業務の拡大も考えられ

る。

4．今後の課題
　別科助産専攻での助産師教育を発展させるための提

案・意見として、分娩介助の知識・技術、母乳育児支援、

コミュニケーションスキル、エコー技術、保健指導の実

践など、助産実践で使える技術に力を入れてほしいとい

う意見が多かったのは、別科助産専攻が沖縄県内、離島・

過疎地域で活躍する助産師を育成するという目的で開設

されているためだと考える。また、2015 年から助産実

践能力習熟段階（クリニカルラダー）レベルⅢ認証制度

によるアドバンス助産師が誕生している。その認定に必

要な新生児蘇生法（NCPR）資格取得や母乳育児支援、

骨盤ケアといった資格に結びつく内容が含まれているこ

とは、即実践力となる助産師を別科助産専攻で育成して

欲しいという表れではないかと考える。

　現在の産科領域では、産科医の不足と偏在、産科施設

の減少と集約化、それに伴う産科の混合病棟化、出産年

齢の高齢化に伴ったハイリスク妊産婦の増加、そして助

産師不足と偏在、といった問題が挙げられる（日本助産

実践能力推進協議会 , 2015）。そのような中、社会から

期待される助産師の役割として日本助産実践能力推進協

議会（2015）は「助産師が助産師本来の業務に専念する

こと」「助産師がすべての妊産婦と母子に助産ケアを提

供するのだという信念をもつこと」「助産師が自身の助

産実践能力を向上させること」「助産師が妊産婦とかか

わるどのような場においても専門性を発揮すること」の

4つを挙げている。

　また、日本助産学会（2017）においては助産師として

の専門性を発揮し、より安全で質の高い助産ケアを行う
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ために助産ガイドラインを改訂し、2016 年に「エビデ

ンスに基づくガイドライン－妊娠期・分娩期 2016」を

刊行した。別科助産専攻のカリキュラムの特徴は、より

実践に近い状態での学習ができるように演習形態の学習

方法を多く取り入れているところにあるのだが、これら

の状況に鑑みると、ガイドラインに合致するような内容

を精選することも今後の課題となると考える。

Ⅴ　結論
1．修了時と現在における県内就職率は約 90％である

が、他府県との違いを確認する必要がある。

2．県内の助産師不足を解消するためには、別科助産専

攻修了生が助産師採用で助産師職務を行える就業状

況を整える必要がある。

3．現在助産師業務を行っていない理由の約半数が、結

婚・出産であることから、女性特有の労働力率をふ

まえ、就業助産師数を維持するためには、今後も助

産師を養成し続ける必要がある。
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⑵　文献リストの記載は、著者名のアルファベット順に列記し、同一著者の同年刊行の文献の場合は年号

の後に  a,  b,  …を附す。雑誌名は原則、和文は医学中央雑誌、英文は Index  Medicus の採用す

る略語を用いる。いずれにも該当しないものは正式雑誌名を記載する。

7　文献リストの記載例（■は半角スペースを示す。）

⑴　学術雑誌

①　学術誌収載論文の場合の基本

　　著者名 .■（出版年）．■論文タイトル．■収載誌名，■巻（号），■開始頁 -終了頁 .  

　　例

下中壽美 ,  井上松代 ,  玉城清子 ,  金城芳秀 ,  西平朋子 ,  賀数いづみ .  （2009）．  「妊婦

ふれあい体験学習」が高校 1 年生女子のライフプラン、妊娠・出産・育児の認識度に及ぼ

す影響 .思春期 ,  27（2），  194-203.

Saeki  N,  Komatsuzaki  R,  Chiwaki  F,  Yanagihara  K,  Sasaki  H.  （2015）． A  GSDMB 

enhancer-driven  HSV  thymidine  kinase  expressing  vector  for  controlling  

occult peritoneal  dissemination  of  gastric  cancer  cells.  BMC-Cancer  15,  439.

②　著者 8名以上の場合

著者 1,■著者 2,■著者 3,■著者 4,■著者 5,■著者 6,…最終著者．■（出版年）．

■巻論文タイトル .■収載誌名 ,■巻（号），■開始頁 -終了頁 . 

例

永山さなえ , 比嘉綾子 , 塩川明子 , 平良久美子 , 蔵根瑞枝 , 當山裕子 , 糸数公 , 金城芳秀 , 親川

豊子 , 仲宗根正 .（2007）．若年妊産婦支援についての検討 , 沖縄の小児保健 , 34, 23-27.

Annk  R,  Eleme  L,  Hunai  G,  Fuka  J,  Doll  L,  Ikei  E,  Wiiki  D,  Mara  K,  

Summer  W,  Barbar J,  Quont  E,  Kestram  A,  Stem  K,  Fitman  G,  Zolgom  A,  

Olsent  A,  Baloon  T,  Sercs,  D. （2015）．  Transforming  of  idea  to  practice.  

BMC  Palliat  Care,  105,  1-6.

③　オンライン版で、DOI  （Digital  Object  Identifier）のある場合

著者名 .■（出版年）．論文タイトル .■収載誌名 .■巻（号）．■開始頁 -終了頁 .■doi:DOI 番号

例

Akamine,I,  Uza,  M,  Shinjo,  M,  Nakamori  E.  （2013）．  Development  of  competence  

scale for  senior  clinical  nurses.  JPN  J  NURS  SCI,  10.  55-67.  doi:10.1111/

j.1742- 7924.2012.00210.x.
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⑵　書籍

①　書籍の基本 :書籍全体の要約引用や引用が複数箇所の場合

著者名 .■（出版年）．■書籍タイトル .■版名 .■出版元 . 

例

上田礼子 .  （2006）．  人間生涯発達学 .  改訂第 2 版増補版 .  三輪書店 . 

Brian  S.  （2013）．  The  Art  of  Skill  and  Nursing.  2nd  edition.  Forest.

②　書籍の一部引用

著者名 .■（出版年）．■書籍タイトル（開始頁 -終了頁）．■発売元 . 

例

山本敬子（編），  中木高夫（看護診断  監修）．（2006）． エビデンスに基づく看護過程実践Ｑ＆Ａ．

関連図で導く看護診断とケアプラン（pp10-15）．  中央法規出版 .

Waren  G.      （2014）．  Learning  and  health（pp15-30）．  Angel  Book.

③　編集本の一部引用（章著者表示有りの場合）

章著者名 .■（出版年）．■章タイトル .■編者名 .（編）．■書籍タイトル（pp 開始頁 -終了頁）．

■発売元 . 

例

森元さおり .  （2009）．  ケアリング .岩本喜美子 .  （編）．  事例を通してあなたの学びをふ

かめる実用書（pp47-71）．  沖縄出版 .

④　編集本の一部引用（著者表示無し）

編者名（編）．■（出版年）．■章タイトル．■書籍タイトル（pp 開始頁 -終了頁．■発行元 . 

例

浅野かおる,  奥野よしこ（編）．  （2012）．  第Ⅲ章  がん治療.  根拠に基づく看護（pp164-167）．

げんき社 .

⑤　翻訳本の基本 :翻訳本の要約引用や引用が複数箇所の場合

原書者名．■（原著出版年 /翻訳書出版年）．■翻訳者名（訳），■訳書タイトル．■発行元． 

例

Barkauskas V.H. 他 .（1994/1998）．花田妙子，山内豊明，中木高夫（監訳）．牛久保美津子，雄

西智恵美，嘉手苅英子、亀井智子，高橋広，田中美智子，花田妙子，濱崎勲重，本田良行，

本間照子，松田たみ子（訳）， ヘルス・フィジカルアセスメント下巻 .日総研 .

⑥　翻訳本の一部引用

原著者名．■（原著出版年 / 翻訳書出版年）．■翻訳者名（訳）．■書籍タイトル．■版名．■（pp  

開始頁 -終了頁）．■発売元．

例

ホロウェイ  I,  ウィーラー  S.  （2002/2000）．  野口美和子（監訳）．  ナースのための質的

研究入門  研究方法から論文作成まで .  第 2 版 .  （pp25-45）．  医学書院 .

⑦　ウェブサイト

出版元．■（出版年）．■タイトル．■URL（検索日）．

厚生労働省．（2008.）  平成 18 年  国民健康・栄養調査結果の概要について . 

www.mhlw.go.jp/houdou/2008/04/h0430-2.html  （2009 年 7 月 15 日現在）．
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7．投稿手続
1　投稿論文の内容は、他の出版物（国の内外を問わず）にすでに発表あるいは投稿されていないものに限る。

アクセプトされた論文を他に投稿する等の重複投稿は禁止する。

2　他人の図表を転載する場合には、著作権の所有者より転載許可を受ける。

3　原稿投稿時は下記に従う。

⑴　全ての原稿（表紙、抄録、本文、図表）について、正本１部、副本 2 部および返送用封筒（筆頭著

者宛を記入）1 部を同封する。副本には著者名、所属、謝辞等、著者名が特定される事項を記載しない。

図表は１つに付き１頁とし、写真の場合は全てオリジナルを揃えるのが好ましいが、オリジナル１部

と高画質の複写 2 部でもよい。

⑵　投稿時に「提出前チェックリスト」で記載法の誤りや提出物等の確認し、提出する。

⑶　英文（タイトル・キーワードも含む）はすべて native check もしくは専門家による英文校正・校閲

を受けている。

4　最終原稿投稿時は下記に従う。

⑴　原稿の採択ならびに掲載決定の通知を受けた場合には、期日までに下記を提出する。

　　①全ての原稿（表紙、抄録、本文、図表）2  部

　　②電子ファイルの入ったメディア媒体	 1 つ

　　③著作権委譲にかかる承諾書

　　④英文校正・校閲完了の証明書

　　　※転載許可書 （著作権の所有者より転載許可を受けその旨を記したもの。所定の様式はない）

⑵　本文に附した頁数、行数の表記を消しておく。

⑶　電子ファイルは表紙、抄録（和文、英文）、本文、図（写真を含む）、表に分ける。必ず投稿前にファ

イル内の文字化け、画像の鮮明度などを確認する。メディア媒体には著者名、論文表題を記載する。

⑷　封筒の表に「沖縄県立看護大学紀要原稿」と朱書きした上で、「沖縄県立看護大学紀要編集専門部会」

宛に提出する。

8．投稿原稿の採否
原稿の採否は紀要編集専門部会が決定する。紀要編集専門部会は査読者を選定し、査読を依頼する。査読結果

等により、原稿の種類、内容の加除、訂正を求められることがある。

9．校正
投稿者による校正は再校までとし、校正に際して原稿の変更あるいは追加は認めない。

10．著作権
著作権は沖縄県立看護大学に帰属し、掲載後は本学の承諾なしに他誌に掲載することを禁ずる。

その旨について、紀要編集専門部会が用意する著作権譲渡同意書に著者全員が署名して、最終原稿提出時に添

付する。なお、投稿論文は電子情報開示されることを条件とする。
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11．公開
沖縄県立看護大学紀要は、大学ホームページにて公開するとともに、冊子体も作成する。

12．投稿期間
投稿期間は、原則として 7 月 1 日から 10 月 31 日とする。

13．諸経費およびその他の必要事項は別途定める。

（作成年：平成 11 年）

（第１次改訂年月：平成 15 年 1 月）

（第２次改訂年月：平成 15 年 5 月）

（第３次改訂年月：平成 19 年 3 月）

（第４次改訂年月：平成 21 年 7 月）

（第５次改訂年月：平成 25 年 4 月）

（第６次改訂年月：平成 26 年 7 月）

（第７次改訂年月：平成 28 年 7 月）

（第８次改訂年月：平成 29 年 7 月）
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編集後記

　沖縄県立看護大学紀要 19 号をお届けいたします。ご寄稿ならびに査読のご協力を頂いた

皆様に感謝申し上げます。今年度は編集専門部会委員交代により新体制となり、昨年に引き

続き、投稿論文の質向上支援に尽力して参りました。今年度からペーパーレス化となり、さ

らに次年度から前期と後期の 2 期に分散して投稿も可能になりました。投稿資格をお持ちの

皆様におかれましては、多くの論文が掲載できますようご協力のほどよろしくお願い申し上

げます。

　平成 30 年 3 月 31 日

紀要編集専門部会　部会長　山　本　敬　子
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